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1． 業務概要 

1.1  適用範囲 

本業務報告書は、国土交通省国土政策局国土情報課の実施する「平成 28 年度地下水の見える化

手法に関する検討業務」についてとりまとめるものである。 

本業務は、「平成 28 年度地下水の見える化手法に関する検討業務」によるほか、関連する規定・

指針及び監督職員の指示により実施した。 

 

1.2  業務目的 

近年、地下水が限りある重要な資源であるという認識のもと、地下水資源の保護や保全の動き

が高まっており、関係する地方公共団体では地下水の保全に関する条例が相次いで制定され、地

下水採取における規制等がなされているところである。 

それらの条例の推進をはじめ、緊急時における水源としての利用も含めた、有限な地下水の有

効利用促進、さらには適切な国土管理のためにも、地下水の涵養量や水質さらには流れの把握が

求められており、そのための地下水の視覚化やデータの整備が必要となっている。 

このため、平成 26 年 7 月に施行された「水循環基本法」の対応としても水の適正かつ有効な利

用の促進等のために、地下水に関する基本情報の整備が必要であり、平成 27 年 7 月に閣議決定さ

れた「水循環基本計画」等を踏まえ地方公共団体等による水細部調査の着手の促進のための情報

提供や各主体との連携をより一層進めるとともに、「国土のグランドデザイン 2050」にも示され

た、流域圏における健全な水循環系構築をするには、水源地域を特定するなど地下水の基本的情

報の整備が必要である。 

そこで本業務では、国土調査法に基づく水基本調査として、パイロット地区において地下水の

情報を地図及び薄冊にとりまとめ、その作業過程で得られた知見等を用いて、国以外の主体が水

調査に着手するためのガイドブック（案）及び作業要領（素案）等を整備した。併せて、水基本

調査の成果利用説明会を開催することで、国以外の主体による水（細部）調査の促進を行い、よ

り広い主体の参加による国土調査の実現と国土調査成果の一層の利活用に資するものとした。 

 

1.3  履行期間 

履行期間は以下の通りである。 

平成 28 年 6 月 6日 ～ 平成 29 年 3 月 17 日 
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1.4  業務フロー 

本業務の業務フローを図 1.4.1 に示す。 

 

 

図 1.4.1 業務フロー 
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2． 業務内容 

2.1  計画準備 

本業務を円滑に遂行するために、業務計画書を作成し、担当職員の承諾を得た上で業務を実施

した。 

 

2.2  既往調査成果の整理 

地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）および地下水図面化手法調査作業要領（仮称）

（素案）を作成するため、既往調査（平成 25 年度～27 年度）における主題図を収集し、タイト

ル、テーマ、使用データ等を整理し、対象範囲や縮尺の設定など主題図作成の過程において得た

知見をとりまとめた。 

また、過年度に開催した検討委員会およびワーキンググループ（表 2.2.1）やヒアリング等に

おいて得た知見も整理した。 

 

表 2.2.1 過年度に実施された検討委員会およびワーキンググループ 

No. 名称 開催年月日 開催場所 

1 第 1 回検討委員会 平成 25 年 10 月 16 日 東京都千代田区 

2 第 2 回検討委員会 平成 25 年 12 月 19 日 東京都千代田区 

3 第 3 回検討委員会 平成 26 年 1 月 23 日 東京都千代田区 

4 第 4 回検討委員会 平成 26 年 2 月 18 日 東京都千代田区 

5 第 1 回熊本ＷＧ 平成 26 年 9 月 25 日 熊本県熊本市 

6 第 1 回大野ＷＧ 平成 26 年 11 月 11 日 福井県大野市 

7 第 2 回大野ＷＧ 平成 27 年 1 月 9日 福井県大野市 

8 第 2 回熊本ＷＧ 平成 27 年 1 月 27 日 熊本県熊本市 

9 第 1 回甲府ＷＧ 平成 27 年 10 月 6 日 山梨県甲府市 

10 第 2 回甲府ＷＧ 平成 27 年 12 月 11 日 山梨県甲府市 

 

2.3  パイロット地区の設定 

2.3.1  パイロット地区の選定手順 

平成 25 年度業務におけるパイロット地区選定の課題を踏まえつつ、本業務において検討した選

定手順によりパイロット地区候補を抽出した。 

 

2.3.2  選定したパイロット地区 

「2.3.1 パイロット地区の選定手順」を踏まえ、西条地区及び都城地区の 2地区を選定した。 
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2.4  試作図の作成 

2.4.1  使用データ 

図面及び簿冊で使用したデータを、各図面の凡例名、データ名／資料名、データ／資料入手先

とともに示した。 

 

2.4.2  図面の作成 

西条地区及び都城地区を対象に、図面のサムネイルを示し、その概要をまとめた。 

 

2.5  検討委員会等の設置・運営等 

2.5.1  ワーキンググループの設置 

本業務を実施するにあたり、調査地域に精通した地下水に関する有識者、地方公共団体の職員

等を交えたパイロット地区ワーキンググループ（以下「地区ＷＧ」）を設置し、管理・運営を行っ

た。 

地区ＷＧにおいては、パイロット地区における情報整備のため、不足する情報の収集・整備を

行うとともに、作成する成果等の検討、評価等を行う提供情報の具体的な利活用事例について総

合的な検討を行った。本業務では西条地区を対象とし、7 名の委員を選出した。開催回数は 2 回

とし、地区ＷＧに必要となる資料の作成を行った。 

 

2.5.2  ワーキンググループの運営 

地区ＷＧは西条地区で 2回、開催した。 

第 1回ＷＧ：平成 28 年 10 月 5 日（水） 

第 2回ＷＧ：平成 28 年 11 月 22 日（火） 

  



2.業務内容 

2-3 

2.6  地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）の作成 

我が国に存在する地下水盆は約 200 箇所にのぼることから、国以外の主体による地下水調査へ

の着手が期待される。地域の行政や各主体が地下水調査を実施するためには、地下水調査の方法

を明らかにする必要がある。そのため、既往調査成果および過去に開催された検討委員会・ワー

キンググループでの知見を踏まえ、「地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）」を作

成した。 

同ガイドブック（案）（仮称）では、「地下水を見える化する意義」を明らかにしたほか、「見え

る化した例」や「見える化のポイント」を整理した。また、情報収集の重要性をとりまとめた。 

 

 

図 2.6.1 地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）で示す作業フロー 
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2.7  地下水図面化手法調査作業要領（仮称）（素案）の作成 

国土調査として、地下水調査成果の規格統一および必要な精度確保を目的に、地下水図面化手

法調査作業要領（仮称）（素案）を作成した。 

「地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）」は地下水調査実施の方法を明示する

のに対し、作業要領（素案）は縮尺や単位などを明確にし、各地域で実施される地下水調査成果

の精度を一定にするための作業手順書としての性格を有するものとした。 

なお、作業要領（素案）の作成にあたっては、「2.6」で作成した「地下水情報図の作成・活用

ガイドブック（案）（仮称）」との整合性に留意するとともに、他の国土調査の作業準則を参考と

した。 

 

2.8  地下水情報の利活用事例の収集 

2.8.1  既存成果利活用事例の整理 

地下水調査結果の利活用促進及び普及啓発を目的に、既存成果の利活用事例を収集し、利活用

の月日、場所、方法、課題等を整理した。収集する事例は以下の 3件とした。 

 

表 2.8.1 利活用事例 

成果発表会 実施月日 実施場所 発表方法 

日本地下水学会 

2015 年秋季講演会 

平成 27 年 

10 月 22 日（木）～24 日（土） 

多田記念大野有終会館 

（福井県福井市） 
パネル展示 

「AQUA2015」 

第 42 回 

国際水理地質学者会議 

平成 27 年 

9 月 14 日（月）～18 日（金） 
イタリア国 ローマ市 

ローマ大学 

ポスター 

発表 

第 3回 

やまなし「水」ブランド 

戦略アドバイザー会議 

平成 28 年 

3 月 14 日（月） 

山梨県防災新館 

304 会議室 
パネル展示 
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2.8.2  成果発表の実施 

地下水調査成果の利活用を推進するためには、調査成果を行政や市民、企業などに向けて様々

な形で発信していくことが重要である。本業務では、利活用のノウハウを収集するために、既往

調査を含めた地下水調査成果を発表する場を設定した。 

 

表 2.8.2 成果発表会（案） 

成果発表会 実施月日 実施場所 発表方法 

日本地下水学会 

2016 年秋季講演会 

平成 28 年 

10 月 20 日（木）～21 日（金） 

長崎新聞文化ホール 

（長崎県長崎市） 
パネル展示 

エコ博 
平成 28 年 

11 月 5 日（土）～6日（日） 

ラザウォーク甲斐 

（山梨県甲斐市） 
パネル展示 

山梨県育水県民会議 
平成 28 年 

11 月 24 日（木） 

ベルクラッシック 

甲府3階エリザベート 

（山梨県甲府市） 

パネル展示 

 

2.9  地下水情報図集の作成 

過去の地下水マップ、過年度業務成果を主体に、水調査におけるこれまでの成果、国立研究開

発法人産業技術総合研究所の地下水盆 GIS データ、全国の地下水盆等を追加していく基となるフ

レーム（アーカイブ）を作成した。 

 

2.10  報告書作成 

上記の調査・検討結果をとりまとめ、業務報告書を作成した。 
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3． 既往調査成果の整理 

3.1  収集した資料 

地下水情報図作成に関する検討では、表 3.1.1に示す 3業務が過年度に実施されている。また、

地下水情報図は表 3.1.2 に示す延べ 14 地域（一部重複あり）の成果がある。図面の作成検討に

おいては、表 3.1.3 に示す委員会やワーキンググループが 10 回実施されている。 

既往調査成果の整理にあたっては、これらの成果をとりまとめた。 

 

表 3.1.1 過年度の実施された地下水情報図検討業務 

No. 業務名称 履行期間 

1 
平成２５年度地下水の実態把握 

及び図面化に関する検討業務 
平成 25 年 7 月 10 日～平成 26 年 3 月 20 日 

2 
地下水の情報図簿等の作成に 

関する検討業務 
平成 26 年 7 月 14 日～平成 27 年 3 月 20 日 

3 
平成２７年度地下水の図面化促進に 

関する検討業務 
平成 27 年 6 月 3日～平成 28 年 3 月 18 日 

 

表 3.1.2 過年度に作成された地下水情報図一覧 

No. 対象地 作成年月 備考 

1 伊勢湾周辺地域 平成 2年 3月 地下水マップ 

2 筑後・佐賀平野地域 平成 4年 3月 地下水マップ 

3 埼玉・群馬地域 平成 8年 3月 地下水マップ 

4 茨城・栃木地域 平成 10 年 3 月 地下水マップ 

5 千葉・東京・神奈川地域 平成 10 年 3 月 地下水マップ 

6 新潟地域 平成 11 年 3 月 地下水マップ 

7 静岡地域 平成 11 年 3 月 地下水マップ 

8 富山地域 平成 12 年 3 月 地下水マップ 

9 近畿地域（大阪・兵庫） 平成 12 年 3 月 地下水マップ 

10 石川地域 平成 13 年 3 月 地下水マップ 

11 近畿地域（京都） 平成 13 年 3 月 地下水マップ 

12 熊本地区・神奈川県西部地区 平成 26 年 3 月  

13 熊本地区（阿蘇含む）・大野地区 平成 27 年 3 月  

14 甲府地区・別府地区 平成 28 年 3 月  
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表 3.1.3 過年度に実施された検討委員会およびワーキンググループ 

No. 名称 開催年月日 開催場所 

1 第 1 回検討委員会 平成 25 年 10 月 16 日 東京都千代田区 

2 第 2 回検討委員会 平成 25 年 12 月 19 日 東京都千代田区 

3 第 3 回検討委員会 平成 26 年 1 月 23 日 東京都千代田区 

4 第 4 回検討委員会 平成 26 年 2 月 18 日 東京都千代田区 

5 第 1 回熊本ＷＧ 平成 26 年 9 月 25 日 熊本県熊本市 

6 第 1 回大野ＷＧ 平成 26 年 11 月 11 日 福井県大野市 

7 第 2 回大野ＷＧ 平成 27 年 1 月 9日 福井県大野市 

8 第 2 回熊本ＷＧ 平成 27 年 1 月 27 日 熊本県熊本市 

9 第 1 回甲府ＷＧ 平成 27 年 10 月 6 日 山梨県甲府市 

10 第 2 回甲府ＷＧ 平成 27 年 12 月 11 日 山梨県甲府市 

 

3.2  過年度に作成された図面 

3.2.1  テーマ 

これまでに作成された地下水情報図のテーマを表 3.2.1 に整理した。地下水マップでは、主に

水文地質や地形など基本的・基礎的テーマに主に焦点があてられているのに対し、平成 25 年度以

降の検討業務では、地下水に加え観光や産業、生物など地域特性を踏まえた多様なテーマが挙げ

られている。 

なお、地下水マップでは概ねテーマが統一されていることから、ここでは一つにまとめた。 

 

表 3.2.1 各地下水情報図における主なテーマ 

No. 対象地等 
基本的・基礎的テーマ 地域特性を踏まえたテーマ 

その他 
地質 地形 気象 地下水 

井戸 
観測井 観光 産業 歴史 防災 

土地 
利用 

1 
地下水 

マップ 
○ ○ ○ ○ ○ － － － － － 0m地帯 

2 熊本地区 ○ ○ ○ － ○ － － － － ○ 
揚水量 

水収支 

3 
神奈川 

西部地区 
○ ○ － － ○ － － － ○ ○ 防災 

4 
熊本地区 
(阿蘇含む) 

○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － 保全 

5 大野地区 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ ○ － 降雪 

6 甲府地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 
流域 

条例 

7 別府地区 ○ ○ ○ ○ － ○ － － － － 温泉 
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3.2.2  使用データ 

既往の地下水情報図において使用されたデータを表 3.2.2～表 3.2.8 に整理した。データは、

データ名に加え、使用された図葉名、入手先とともにまとめた。なお、地下水マップは図名が「そ

の１」や「その２」となっていることから一つにまとめた。また、データの入手先が不明のため

省略した。 

 

表 3.2.2 既往の地下水情報図において使用されたデータ【地下水マップ】 

No. データ名／参照資料名  No. データ名／参照資料名 

1 深井戸位置  11 自噴地域 

2 地下水観測井位置  12 地盤沈下累積等値線 

3 気象観測地点  13 石灰岩の層厚等値線 

4 地下水利用量  14 地下水塩水化区域 

5 地下水質  15 地下水質放射状図 

6 地下水位等高線  16 水文地質区分 

7 被圧帯水層上面等高線  17 海抜 0ｍ地帯 

8 不透水性基盤等高線  18 大潮時における平均干潮位 

9 最大涵養量等高線  19 大潮時における平均満潮位 

10 産水量・産水量区分    

 

表 3.2.3 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区】（1/4） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 
地形図 

地理院地図 

（電子国土 WEB) 
電子国土 Web システム 国土地理院 

2 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

3 
陰影図 

数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

4 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

5 
接峰面図 

数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

6 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

7 

水系図 

水系 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

8 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

9 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

10 

流域界図 

流域界 流域界 国土交通省国土政策局国土情報課 

11 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

12 地形図 数値地図 国土地理院 
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表 3.2.3 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区】（2/4） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

13 

地質図 

地質図 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

14 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

15 地形図 数値地図 国土地理院 

16 
地下水盆 

の基底面 

等高線図 

基盤深度等高線 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(H21） 

熊本県 

17 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

18 地形図 数値地図 国土地理院 

19 

重力図 

等重力線 日本重力 CD-ROM 第 2 版 
国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

20 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

21 地形図 数値地図 国土地理院 

22 

土地 
利用図 

土地利用 
（1987 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

23 
土地利用 
（1991 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

24 
土地利用 
（2009 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

25 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

26 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

27 地形図 数値地図 国土地理院 

28 

降水量 
メッシュ図 

降水量（1987 年） 
国土数値情報 
平年値（気候）メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

29 降水量（2000 年） 
国土数値情報 
平年値（気候）メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

30 降水量（2010 年） 
国土数値情報 
平年値（気候）メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

31 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

32 地形図 数値地図 国土地理院 

33 

可能 

蒸発散量 

メッシュ図 

降水量（1987 年） 
国土数値情報 

平年値（気候）メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

34 気温（1987 年） 
国土数値情報 
平年値（気候）メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

35 
日照時間 
（1987 年） 

気象統計情報 気象庁 

36 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

37 地形図 数値地図 国土地理院 
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表 3.2.3 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区】（3/4） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

38 

流量 

観測所 

位置図 

流量観測所 

（2007 年） 
主要水系調査結果 国土交通省国土政策局国土情報課 

39 
河川流出高 

（2007 年） 
主要水系調査結果 国土交通省国土政策局国土情報課 

40 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

41 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

42 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

43 
市町村別 

揚水量図 

地方公共団体別

揚水量（2006 年） 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(H21） 

熊本県 

44 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

45 地形図 数値地図 国土地理院 

46 
比湧出量 

メッシュ図 

自然水位、揚水 

水位、揚水量 
全国地下水資料台帳 国土交通省国土政策局国土情報課 

47 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

48 地形図 数値地図 国土地理院 

49 

井戸 

位置図 

観測井 観測井位置図 地下水要覧  

50 深井戸 全国地下水資料台帳 国土交通省国土政策局国土情報課 

51 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

52 地形図 数値地図 国土地理院 

53 

地下水 

等高線図 

第 1 帯水層水位 

（2004 年） 
熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(2009 年） 

熊本県 

54 
第 2 帯水層水位 

（2004 年） 

55 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

56 改良斜度図 基盤地図情報数値標高モデル 
国土地理院 

アジア航測株式会社 

57 

地下水盆 

等に 

関する図 

第 1・第 2 帯水層 

の地下水位 

等高線（2004 年） 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(2009 年） 

熊本県 

58 
地下水観測井 

位置 
観測井位置図 地下水要覧  

59 砥川溶岩位置 
熊本地域地下水総合保全管理

計画（2008 年） 
熊本県 

60 基盤深度等高線 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(2009 年） 

熊本県 

61 地質分布 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

62 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

63 地形図 数値地図 国土地理院 
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表 3.2.3 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区】（4/4） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

64 

地下水 

保全と 

地下水位

に関する 

図 

第 1 帯水層の 

地下水位 

（1984 年 10 月、

1993 年 10 月、 

2009 年 10 月） 

（1984 年 10 月）地下水要覧 

（1993 年 10 月）熊本県及び熊

本市提供資料 

（2009 年 10 月）熊本大学嶋田

教授提供資料 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地圏資源環境研究部門 

地下水研究グループ 

65 

御幸木部（浅） 

観測井における 

地下水位 

地下水位観測結果報告書

（2013 年） 
熊本市 

66 
菊陽観測井に 

おける地下水位 

熊本地域地下水総合保全管理

計画（2012 年） 
熊本県・熊本市など 

67 
水前寺観測井に

おける地下水位 

熊本地域地下水総合保全管理

計画（2012 年） 
熊本県、熊本市など 

68 
日向東観測井に

おける地下水位 

熊本市地下水保全年報 

（2015 年） 
熊本市 

69 

土地利用 

(1987 年、1991 年、 

2009 年) 

国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

70 地下水涵養水田

の位置と範囲 

「水はどこからきてどこにいくの

かな？」（ポスターパネル） 
美土里ネット大菊 

71 涵養水田位置 くまもと地下水財団 

72 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

73 地形図 数値地図 国土地理院 

74 

地下水の 

水収支に 

関する図 

降水量（2010 年） 国土数値情報 

平年値（気候）メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

75 気温（2010 年） 国土交通省国土政策局国土情報課 

76 
日照時間 

（2010 年） 
気象統計情報 気象庁 

77 
地方公共団体別

揚水量（2006 年） 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

(2009 年） 

熊本県 

78 
流量観測所 

（2007 年） 
主要水系調査結果 

国土交通省国土政策局国土情報課 

79 
河川流出高 

（2007 年） 
国土交通省国土政策局国土情報課 

80 
地下水観測井 

位置 
観測井位置図 地下水要覧  

81 
人口、 

水道普及率等 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

（2009 年） 

熊本県 

82 流域界 国土数値情報 流域界 国土交通省国土政策局国土情報課 

83 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

84 地形図 数値地図 国土地理院 

  



3.既往調査成果の整理 

3-7 

 

表 3.2.4 既往の地下水情報図において使用されたデータ【神奈川西部地区】（1/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 
地形図 

地理院地図 

（電子国土 WEB) 
電子国土 Web システム 国土地理院 

2 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

3 
陰影図 

数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

4 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

5 
接峰面図 

数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

6 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

7 

水系図 

水系 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

8 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

9 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

10 

地質図 

地質図 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

11 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

12 地形図 数値地図 国土地理院 

13 
地下水盆 

の基底面 

等高線図 

基盤深度等高線 

平成 22 年度秦野市地下水 

総合保全管理計画基礎資料 

作成委託業務報告書 

秦野市 

14 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

15 地形図 数値地図 国土地理院 

16 

土地 
利用図 

土地利用 
（1987 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

17 
土地利用 
（1991 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

18 
土地利用 
（2009 年） 

国土数値情報 
土地利用細分メッシュ 

国土交通省国土政策局国土情報課 

19 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

20 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

21 地形図 数値地図 国土地理院 

22 

井戸 

位置図 

観測井 観測井位置図 地下水要覧  

23 深井戸 全国地下水資料台帳 国土交通省国土政策局国土情報課 

24 
地方公共団体観

測井 

平成 24 年度足柄上地区地下水 

モニタリング調査等業務報告書 

平成 25 年度秦野市地下水等 

観測委託業務報告書 

足柄上地区地下水保全連絡会議 

秦野市 

25 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

26 地形図 数値地図 国土地理院 
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表 3.2.4 既往の地下水情報図において使用されたデータ【神奈川西部地区】（2/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

27 

地下水 

等高線図 

地下水位等高線 

（第 1 帯水層） 

（2011 年 11 月） 

H25 年度秦野市地下水等観測

委託業務報告書 
秦野市 

28 
地下水位等高線 

（2010 年） 

平成 24 年度足柄上地区モニタ

リング調査等業務報告書 

南足柄市、中井町、大井町、 

松田町、山北町、開成町 

29 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

30 改良斜度図 基盤地図情報数値標高モデル 
国土地理院 

アジア航測株式会社 

31 

水質 

マップ 

水質及び 

水質採水地点 

(1998 年-2000 年) 

神奈川県内における硝酸性窒

素汚染地下水の水質、窒素安定

同位体比と土地利用との関係 

神奈川県温泉地学研究所報告 

第 36 巻（宮下雄次） 

32 

水質及び 

水質採水地点 

（2010 年） 

箱根外輪山斜面に分布する湧

水 の 水 質 及 び 同 位 体 組 成

（2011 年） 

神奈川県温泉地学研究所報告 

第 43 巻（鈴木秀和、宮下雄次、高

橋浩、安原正也） 

33 

地下水位等高線 

（第一帯水層） 

（2011 年 11 月） 

H25 年度秦野市地下水等 

観測委託業務報告書 
秦野市 

34 
地下水位等高線

（2010 年） 

平成 24 年度足柄上地区 

モニタリング調査等業務報告書 

南足柄市、中井町、大井町、 

松田町、山北町、開成町 

35 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

36 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

37 

地下水の 

環境面に 

おける 

脆弱性に 

関する図 

地下水位等高線 

（第 1 帯水層） 

（2011 年 11 月） 

H17 年度秦野市地下水等 

観測委託業務報告書 
秦野市 

38 降水量 メッシュ平年値図 気象庁 

39 
土地利用 

（2011 年） 

国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

40 地質区分 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

41 土壌図 土壌図 国土交通省国土政策局国土情報課 

42 傾斜角図 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

43 透水係数 
神奈川県秦野盆地の水資源 

管理モデルの開発 

森康二、福井哲也、和田安弘、 

三浦秀明、津田信吾、多田和広、 

田原康博、柿澤展子、中尾健兒、 

登坂博行 

44 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

45 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

46 改良斜度図 基盤地図情報数値標高モデル 
国土地理院 

アジア航測株式会社 
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表 3.2.4 既往の地下水情報図において使用されたデータ【神奈川西部地区】（3/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

47 

地下水の 

防災利用 

に関する 

図 

防災用井戸数 

ヒアリング 小田原市、秦野市 

48 地方公共団体 HP 大磯町、二宮町 

49 
平成 24 年度足柄上地区地下

水モニタリング調査等業務 

南足柄市、中井町、大井町、松田

町、山北町、開成町 

50 防災用井戸位置 
大磯町防災ガイドマップ 

（2012 年） 
大磯町 

51 人口 国勢調査結果（2010 年） 総務省統計局 

52 市町村面積 
全国都道府県市区町村別面積

調査（2012 年） 
国土地理院 

53 
神奈川県津波 

浸水予測図 
津波浸水予測図（慶長型地震） 

神奈川県県土整備局 

河川下水道部流域海岸企画課 

54 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

55 地形図 数値地図 国土地理院 

56 

水質 

メッシュ図 

水質メッシュ 
公共用水域及び地下水の水質

測定結果（2002 年～2005 年） 
神奈川県 

57 

地下水位等高線 

（第一帯水層） 

（2011 年 11 月） 

H25 年度秦野市地下水等観測

委託業務報告書 
秦野市 

58 
地下水位等高線 

（2010 年） 

平成 24 年度足柄上地区モニタ

リング調査等業務報告書 

南足柄市、中井町、大井町、 

松田町、山北町、開成町 

59 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

60 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

61 

地下水の 

生態系 

維持機能 

に関する 

図 

湧水位置 地方公共団体 HP 等ネット検索 各地方公共団体 

62 
湿地性生物種数 

（植物） 
神奈川県植物誌（2001 年） 神奈川県植物誌調査会 

63 
湿地性生物種数 

（昆虫） 
神奈川県昆虫誌（2004 年） 神奈川昆虫談話会 

64 
土地利用 

（2009 年） 

国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

65 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

66 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

67 地形図 数値地図 国土地理院 
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表 3.2.5 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区＜阿蘇含む＞】（1/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 

熊本地区の 

水理地質 

地質分布 20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 2 断層・地層境界 

3 
地下水位等高線 

（熊本地域） 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

（2009 年） 

熊本県 

4 
地下水位等高線 

（阿蘇地域） 

H25 年度阿蘇谷地域等 

地下水実態調査業務報告書 
熊本県 

5 

観測井位置 

観測井位置図 地下水要覧 

6 
H25 年度阿蘇谷地域等 

地下水実態調査業務報告書 
熊本県 

7 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

8 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

9 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

10 

地下水位 

と地下水 

保全 

地下水位等高線

（熊本地域；1993年） 
熊本県及び熊本市提供資料 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地圏資源環境研究部門 

11 
地下水位等高線

（熊本地域；2004年） 

熊本地域地下水総合保全管理

計画に基づく第一期行動計画

（2009 年） 

熊本県 

12 
地下水位等高線

（阿蘇地域；1993年） H25 年度阿蘇谷地域等 

地下水実態調査業務報告書 
熊本県 

13 
地下水位等高線

（阿蘇地域；2013年） 

14 土地利用 
国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

15 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

16 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

17 

くらしの中

の井戸 

（地下水） 

井戸の分布と 

掘削時期 
熊本県井戸台帳（電子データ） 熊本県 

18 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

19 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

20 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

  



3.既往調査成果の整理 

3-11 

 

表 3.2.5 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区＜阿蘇含む＞】（2/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

21 

洪水発生時 

における 

上水道 

リスク評価 

マップ 

浸水深さ 
洪水浸水想定範囲 

洪水浸水想定範囲 

熊本県環境生活部環境局 

環境立県推進課 

22 
国土交通省九州地方整備局 

熊本河川国道事務所 

23 

水源池配水池等 

の位置 

水道施設の位置図 熊本市上下水道局 

24 大津菊陽水道施設マップ 大津菊陽水道企業団 

25 宇土市水道事業所 宇土市 

26 合志市給水区域図 合志市 

27 西原村工業用水道 西原村 

28 水道水質データベース 公益社団法人日本水道協会 

29 防災公園の位置 
防災倉庫・備蓄倉庫の設置と 

非常食糧などの備蓄 
熊本市総務局危機管理防災総室 

30 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

31 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

32 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

33 

地下水 

関連観光図 

観光地位置 

水の国くまもと HP 
熊本県環境生活部環境局 

環境立県推進課 

34 熊本県観光課 HP 熊本県観光課 

35 熊本県観光サイトなごみ紀行 熊本県観光課 

36 熊本県平成の名水百選 熊本県 

37 くまもとウォーターライフ 熊本市水保全課 

38 熊本市観光振興課 HP 熊本市観光振興課 

39 菊池市市役所 HP 菊池市 

40 宇土市 HP 宇土市 

41 合志市商工会 HP 合志市 

42 合志ガイド 合志市 

43 大津町 HP 大津町 

44 西原村 HP 西原村 

45 御船町 HP 御船町 

46 嘉島町 HP 嘉島町 

47 益城町 HP 益城町 

48 甲佐町役場 HP 甲佐町 

49 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

50 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

51 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 
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表 3.2.5 既往の地下水情報図において使用されたデータ【熊本地区＜阿蘇含む＞】（3/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

52 

地域産業

に寄与す

る地下水 

地下水に関連 

する産業 

熊本酒造組合 HP 熊本酒造組合 

53 
平成 19 年酒類鑑評会結果 

本格しょうちゅうの部入賞者名簿 
国税庁熊本国税局 

54 山鹿温泉観光協会 HP 山鹿温泉観光協会 

55 酒ひろば.com 熊本 HP 酒ひろば.com 

56 球磨焼酎酒造組合 HP 
球磨焼酎酒造組合 

57 Googole Map による店舗検索 

58 比湧出量 
深井戸台帳 

（全国地下水資料台帳） 
国土交通省国土政策局国土情報課 

59 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

60 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

61 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

 

表 3.2.6 既往の地下水情報図において使用されたデータ【大野地区】（1/2） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 

大野地区の

水理地質 

地質分布 
福井県地質図 2010 年度版 福井県 

2 断層・地層境界 

3 地下水位等高線 大野市地下水シミュレーション

モデル修正業務委託 

【湧水 1 号】報告書 

大野市 
4 観測井位置 

5 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

6 地下水の流動方向 27 URBAN KUBOTA（PDF 版） 株式会社クボタ 

7 

地下水位

と地下水

保全 

地下水位等高線 
大野市地下水シミュレーション

モデル修正業務委託 

【湧水 1 号】報告書 

大野市 8 水田湛水事業範囲 

9 地盤沈下範囲 

10 土地利用 
国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

11 くらしの中 

の井戸 

（地下水） 

井戸の分布と 

掘削時期 
大野市井戸台帳（電子データ） 大野市 

12 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

13 
洪水発生

時におけ

る上水道 

リスク評価 

マップ 

水道施設位置 大野市の水道施設状況 大野市 

14 
洪水による浸水

の深さ 
洪水浸水想定範囲 大野市 

15 
主な災害履歴 

（洪水） 

九頭竜川流域誌 

主要洪水の概要 

国土交通省近畿地方整備局 

福井工事事務所 

16 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 
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表 3.2.6 既往の地下水情報図において使用されたデータ【大野地区】（2/2） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

17 
地下水質 

マップ 

硝酸態窒素・亜

硝酸態窒素濃度 平成 25 年度 地下水 

（飲料水基準項目）調査結果 
大野市 

18 地下水調査地点 

19 地下水の流動方向 27 URBAN KUBOTA（PDF 版） 株式会社クボタ 

20 

地下水 

関連 

観光図 

観光地位置図 

福井県 HP 
福井県 

21 ふくいのおいしい水 

22 公益社団法人福井県観光連盟HP 公益社団法人福井県観光連盟 

23 大野市役所 HP 
大野市 

24 「越前おおの」の湧水 

25 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

26 

地域産業

に寄与す

る地下水 

地下水に 

関連する製造所 

大野市平成 25 年地下水採取量

データ 

大野市 

27 大野市 HP 

28 平成大野屋 HP 

29 
越前おおの食べ歩き・見て歩き

マップ 

30 平成大野屋事業 

31 越前大野 ぶらりパノラマップ デジタルハリウッド株式会社 

32 電話帳ナビ RIDE AND ONNECT, INC. 

33 マピオン 株式会社マピオン 

34 e-shops ローカル 株式会社ハンズ  

35 比湧出量 
深井戸台帳 

（全国地下水資料台帳） 
国土交通省国土政策局国土情報課 

36 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

37 

市街地拡大

と地下水の

関係 

市街地範囲 

1820 年・1897 年・

1954 年 

絵図が語る大野 大野市歴史民俗資料館 

38 
市街地範囲 

1978 年 
都市計画図 大野市 

39 
市街地範囲 

2009 年 

国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

40 比湧出量 深井戸台帳 

（全国地下水資料台帳） 
国土交通省国土政策局国土情報課 

41 井戸位置 

42 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

43 地下水と

雪に 

関する図 

観測井位置 

大野市地下水シミュレーション

モデル修正業務委託 

【湧水 1 号】報告書 大野市 

44 簡易観測井 
簡易観測井の地下水位 

観測情報 
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表 3.2.7 既往の地下水情報図において使用されたデータ【甲府地区】（1/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 

地下水に

関する 

基礎的な 

図面 

降水量 
国土数値情報 

平年値（気候）メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

2 
地下水等高線

（2011 年） 

水資源実態等調査（2 次調査）

業務委託報告書 
山梨県森林環境部 

3 地質分布 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

4 地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

5 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

6 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

7 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 

8 
水がめ 

としての 

山梨県 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

9 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

10 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 

11 

地下水位

の変遷と

土地利用 

土地利用 

（1987・2009 年） 

国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

12 
地下水等高線 

（1993・2011 年） 

水資源実態等調査（2 次調査）

業務委託報告書 
山梨県森林環境部 

13 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

14 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 

15 

湧水・渓谷・

温泉が 

豊かな 

「甲府盆地」 

湧水や滝、渓谷、

温泉、河川公園・

親水公園など 

観光地 

富士の国やまなし観光ネット HP 

16 北杜市 HP 

17 Find Travel HP 

18 じゃらん netHP 

19 いこーよ HP 

20 源泉位置 山梨県大気水質保全課 

21 
水資源実態等調査業務委託 

報告書 
山梨県森林環境部 

22 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

23 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

24 

地 下 水 を

保全・利用

す る た め

のルール 

水源地型条例・ 

利用先型条例 
各条例等 各地方公共団体 HP 

25 森林 
国土数値情報 

土地利用細分メッシュ 
国土交通省国土政策局国土情報課 

26 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

27 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

28 背景図 
電子地形図 

（タイル、標準地図） 
国土地理院 
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表 3.2.7 既往の地下水情報図において使用されたデータ【甲府地区】（2/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

29 

地下水の

動きの 

理解向上 

観測井 

水資源実態等調査（2 次調査） 

業務委託報告書 
山梨県森林環境部 30 地下水流跡線 

31 
地下水等高線 

（2011 年） 

32 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

33 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

34 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 

35 

甲府盆地の

地下水 

モニタリング 

状況 

観測井 

水資源実態等調査（2 次調査）

業務委託報告書 
山梨県森林環境部 

36 
モニタリング井戸位置 

昭和町環境経済課 

37 南アルプス市市民部環境課 

38 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

39 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

40 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 

41 

地下水の 

汲みやすさ

と地域産業

の関係 

比湧出量 
深井戸台帳 

（全国地下水資料台帳） 
国土交通省国土政策局国土情報課 

42 ミネラルウォーター ミネラルウォーター企業位置 水ひろば HP 

43 

豆腐 

豆腐店位置 富士の国やまなし観光ネット HP 

44 川口屋豆腐店位置 川口屋豆腐店 HP 

45 大豆関連企業位置 北杜市企業ガイド 

46 味噌 味噌生産工場位置 北杜市企業ガイド HP 

47 
醤油 

醤油工場位置 富士の国やまなし観光ネット HP 

48 組合企業位置 山梨県味噌醤油工業協同組合 HP 

49 
酒造 

酒造位置 北杜市企業ガイド HP 

50 甲斐の地酒 山梨県酒造組合 HP 

51 
蕎麦・うどん 

蕎麦・うどん屋位置 富士の国やまなし観光ネット HP 

52 蕎麦・うどん屋位置 goo 地図 

53 
ワイナリー 

山梨県のワイナリー一覧 日本ワイナリーHP 

54 日本のワイナリー 日本のワイナリーマップ HP 

55 機械電子工業 機械電子工業企業位置 山梨県機械電子工業会 HP 

56 背景図 
基盤地図情報 

（数値標高モデル） 
国土地理院 
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表 3.2.7 既往の地下水情報図において使用されたデータ【甲府地区】（3/3） 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

57 

洪水の予測 

と防災用 

井戸と避難

場所との 

関係 

浸水深 洪水ハザードマップ 山梨県 

58 土砂災害危険箇所 
国土数値情報 

土砂災害危険箇所 
国土交通省国土政策局国土情報課 

59 防災用井戸 防災用井戸の位置 甲府市 HP 

60 

避難場所 

甲府市避難地・避難場所位置 甲府市 HP 

61 
山梨市指定避難地・ 

避難場所位置 
山梨市 HP 

62 指定避難場所一覧 韮崎市 HP 

63 避難所 yahoo 避難所マップ HP 

64 地盤沈下範囲 全国地盤環境情報ディレクトリ 環境省 HP 

65 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

66 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

67 背景図 電子地形図 200,000 国土地理院 

68 

果樹園 

（ブドウ・

桃・スモモ

等）と 

地下水・ 

地形との 

関係 

地下水深度 

水資源実態等調査（2 次調査）

業務委託報告書 
山梨県森林環境部 

69 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

70 

果樹園 

果樹園位置 
フルーツ王国やまなし観光果実園

NET 

71 山梨県の果樹園マップ goo 地図 

72 山梨県の果樹園一覧 NavitimeHP 

73 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

74 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 
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表 3.2.8 既往の地下水情報図において使用されたデータ【別府地区】 

No. 図名 使用データ データ名／参照資料名 データ／参照資料入手先 

1 

地下水に

関する 

基礎的な 

図面 

地質分布 
20 万分の 1 日本シームレス地

質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

2 地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

3 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

4 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

5 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

6 地形図 数値地図 20 万分の 1 国土地理院 

7 

温泉熱 

温度図 

温泉熱温度 別府市温泉台帳 大分県 

8 別府八湯 別府八湯位置 別府八湯温泉本 2014～2015 年版 

9 温泉水の流動方向 

別府市誌 別府市 
10 

海面下 100m での 

等温線 

11 断層 
20 万分の 1 日本シームレス 

地質図（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター 

12 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

13 河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

14 数値標高モデル 基盤地図情報数値標高モデル 国土地理院 

15 

別府 

４時期に 

おける 

温泉数の 

変遷と 

地域の 

発展 

温泉掘削数 別府市温泉台帳 大分県 

16 別府八湯 別府八湯位置 別府八湯温泉本 2014～2015 年版 

17 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

18 

背景図 

地形図 1/50,000 

（大分、杵築、豊岡、湯平） 
国土地理院 

19 
地形図 1/50,000 

（大分、豊岡、豊後杵築、別府） 
国土地理院 

20 電子地形図 200,000 国土地理院 

21 地域文化で 

ある温泉を 

楽しみなが

ら地質が 

学べる 

マップ 

別府八湯 別府八湯位置 別府八湯温泉本 2014～2015 年版 

22 ジオツアーコース ジオツアーコース 別府温泉地球博物館 HP 

23 その他ジオサイト 大分県地質遺産位置 大分県 HP 

24 行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

25 背景図 電子地形図 200,000 国土地理院 
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3.2.3  縮尺 

IGRAC※（International Groundwater Resources Assessment Centre；国際地下水資源アセスメ

ントセンター）では、世界的な単位としての「Global」、複数の国家をベースとした「Continental」、

国単位を基本とした「National」など対象範囲と縮尺の異なる図面を階層別に整理している。 

本業務における地下水情報の図面化は、国土調査の一環であることを踏まえると、複数の地方

公共団体をまたぐ流域を基礎単位とした「Local（basin）」がそのターゲットとなる。一方、各地

方公共団体内のものは「Municipal」などと呼ぶことができ、それらは各地方公共団体で図化する

範疇と考えられる。 

既存の地下水情報図における縮尺は、表 3.2.9 に示す通り、1/25,000～1/500,000 である。各

国の省庁等が主体となって作成した国内外の地下水マップでは、表 3.2.10 に示す通り、1/25,000

～1/500,000 の様々な縮尺で作成されている。 

日本国内の地下水盆の面積はその 90％が概ね 1,200km2以下であることから（図 3.2.1）、基本

となる縮尺は「10 万分の 1」程度を基本とすることが妥当と考えられる（表 3.2.11）。 

※IGRAC：ユネスコ及び世界気象機関が主導して 1999 年に組織された組織。各国に存在する地下水調査、地下水

利用、地下水管理等に関する情報をとりまとめ、情報発信している。 

 

 

図 3.2.1 日本の地下水盆ごとの面積区分 
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表 3.2.9 過年度に作成された地下水情報図のスケール 

対象地域 マップ名・業務名 縮尺 

各地 地下水マップ 1/7.5 万-1/20 万 

熊本地区 
平成２５年度 

地下水の実態把握及び図面化に関する検討業務 

約 1/20 万 

神奈川県西部地区 約 1/20 万 

熊本地区（阿蘇含む） 

地下水の情報図簿等の作成に関する検討業務 

約 1/20 万 

大野地区 1/2.5 万-1/15 万 

甲府地区 
平成２７年度 

地下水の図面化促進に関する検討業務 

1/10 万-1/50 万 

別府地区 1/7.5 万 

 

表 3.2.10 国内外の地下水情報図のスケール 

地域 
国名 

作成者 
マップ名 縮尺 作成年 

日本 

通産省 

地質調査所 

日本水理 

地質図 
1/2.5 万-1/10 万 1961-1998 

産総研※ 水文環境図 任意 2002- 

ヨーロッパ 

ドイツ 
Hydrogeologische Karte von  

Nordrhein-Westfalen 
1/10 万 1979 

イギリス 
Hydrogeologocal Map of  

North and East Lincolnshire 
約 1/13 万 1967 

ポーランド Hydrogeologocal Atlas of Poland 1/50 万 1993 

スウェーデン 
Beskrivning till Hydrogeologiska Kartan 

Hoganas NO/Helsingborg NV 
1/5 万 1992 

北米 アメリカ Hydrogeologic Map of Minnesota 1/50 万 1978 

アジア・ 

オセアニア 

オーストラリア 
Hydrogeology of the Lake  

Amadeus-Ayers Rock Region 
1/10 万 1988 

インドネシア Hydrogeologocal Map of Indonesia 1/25 万 1986 

韓国 Hydrogeological Map of Kanan area 1/25 千 1992 

※国立研究開発法人産業技術総合研究所 
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表 3.2.11 縮尺と面積 

面積 範囲 縮尺 

約 100km2 約 10km×10km 1/2.5 万 

約 400km2 約 20km×20km 1/5 万 

約 1,600km2 約 40km×40km 1/10 万 

約 6,400km2 約 80km×80km 1/20 万 

約 40,000km2 約 200km×200km 1/50 万 

 

 

3.3  図面作成における知見及び課題の整理 

3.3.1  知見の整理 

（1） 情報収集時の知見 

1） 情報源に関する事項 

 関連機関にはすでに多くの地下水情報が蓄積されており、有効な活用が可能 

 対象地域における国の機関、地方公共団体、研究機関にヒアリングを行うことで、有用

かつ最新の情報や資料を入手できる 

 対象地域における大学には有用かつ最新のデータが蓄積されている場合が多く、地域の

有識者や研究者、活動団体に関する情報が入手できる 

 企業や NPO 等地域の活動団体にもヒアリングを行うと、有用な民間の地下水情報が手に

入る 

 湧水や自噴井の位置、湧水に依存する生物など有用なデータが入手できる場合があるこ

とから、地域の湧水等水環境、自然環境に関する資料を収集することは重要 

2） 情報収集の方法に関する事項 

 時間及びコストを大幅に削減した効率的な資料収集が可能となるインターネットの活用

は非常に重要である。ただし、掲載内容の精査は必要 

 ヒアリングは電話でも十分可能である 
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（2） 図面作成における知見 

1） 作成する図面に関する事項 

 地下水の採取規制や保全事業等の効果把握には高いニーズがあるため、地下水量や地下

水質に関する基礎データのほか、規制等の施策や地下水涵養等の事業に関する情報を用

いた図化が求められる 

 多種多様な側面が地下水にあることをアピールする図面を作成することが重要 

 地下水の流動を示す図面は市民に驚きを与える可能性がある 

 地下水質のバリエーションを示すマップは非常に興味深い 

 地下水利用を踏まえるとその脆弱性をまとめておくことは重要である 

 社会構造の変化とともに地下水への DRIVING FORCE（原動力）も変わりつつあり、それ

らを示す図面は有用 

 土地利用変化に伴う涵養域の変遷を示す図面は重要である 

 水に親しむといった意味から湧水や河川の遊び場を示す地図へのニーズがある 

 地下水や表流水のブランド化や地下水を利用した地域産品の差別化に資する図面は地域

創生の点から重要である 

 一定の地下水保全を行いつつ、地下水を資源として捉え、有効に利用するための方策を

検討できる地下水情報図があってもよい 

 地下水データに加え、人文社会学や経済学に係るデータが追加されると、国土調査の地

下水情報図として有用 

 今までの地下水災害（地下水位の低下や水質汚濁など）を整理することで、今後の地下

水管理に有用となる 

 他地域における地下水保全や地下水利用の事例は、地域で新たな地下水管理を検討する

上で有用 

 地下水と関連した地方創生の事例も重要 
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2） 情報の表現に関する事項 

 図面の利活用者は様々な人が想定されるため、可能な限り簡便な表現とする 

 地下水量や地下水質だけでなく、地下水への様々なニーズに応えるため、地下水が有す

る多様な機能（防災機能や生態系維持機能、新たなビジネスへの地下水ポテンシャル等）

を示す図化が必要である 

 市民に地下水の重要性を理解してもらうといった意味からすると、地下水情報図は既往

のマップよりデフォルメが必要である 

 一方でデータのデフォルメは、一定のデータ精度を保持できない可能性があることに留

意する必要がある 

 地下水位などのデータは豊水期や渇水期などで大きく数値が異なるため、両方を掲載す

るか、例えば 10 年間平均値など一定期間内の平均データを用いるほうが傾向を把握しや

すい 

 地域における地下水施策は行政、市民ともに関心が高い 

 

（3） ワーキンググループに関する知見 

1） ワーキンググループ設置に関する事項 

 ワーキンググループの委員を選定する際は、地下水全般や地域の地下水情報を把握して

いる有識者、地下水や水道、農林水産、町づくり等を管轄する行政担当者をワーキング

グループの委員に選定する 

 有識者には可能な限り現地でデータを取得している研究者を入れる 

 上記に加え、地下水保全を行っているＮＰＯや企業、地域の地下水に関する知見を有す

るボーリング企業従事者を委員として選定できれば、幅広い情報が集まる 

2） ワーキンググループ運営に関する事項 

 対象地域の大図面を委員の前に置くと、議論が進みやすい 

 既存の図面やパンフレットなどを展示できるスペースを確保すると、具体例を手に取っ

て確認でき、活発な意見が出やすい 

 委員以外にも、地下水行政担当者や地下水に興味関心がある方に、オブザーバーとして

参加してもらうと議論の幅が広がる 

 他地域で地下水保全や管理を行っている方にワーキンググループ等で報告頂くと、当該

地域との差がみられ、議論が進む傾向にある 
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3.3.2  課題の整理 

（1） 情報収集時の課題 

1） データの入手に関する事項 

 地下水位の観測は省庁、都道府県、市町村など様々な組織が実施しているため、データ

の入手や整理のほか、精度やその検証などに手間がかかる 

 涵養事業の実施者が様々（地方公共団体、農政、林野、企業、NPO 等）であるため、涵

養事業に関するデータの入手や整理のほか、精度やその検証などに手間がかかる 

 図面や簿冊において、地下水に関連するスナップ写真の掲載は「見える化」といった観

点から非常に有効だが、現状では写真のストックが系統立てて行われていない 

 降水量や土地利用等地下水以外のデータについては、電子化されているケースが多いが、

データ整備や保存主体が異なることから、収集に手間がかかる 

 オーソライズされたデータでさえも、最新データでない場合がある 

 地下水・温泉に関する一次データは個別の研究者で管理しているため、今後散逸する危

険性がある 

 地下水情報の公開については許可などが必要となり、収集した全てのデータを公開でき

ない場合がある 

2） データ数や量に関する事項 

 中小河川での流量や地下水の自噴量に関するデータが少ない 

 地下水盆全体の地下水位データは少なく、局所的なデータにとどまる場合がある 

 過去の地下水位データには帯水層区分が考慮されていない場合がある 

 地域によっては観測井数が少なく、一定の精度を有する地下水位等高線を作成するため

のデータが不足している場合がある 

 湧水池や湿地に依存する生物データは、全国規模ではほとんど整備されていない 

 湿地性生物はその分布状況から重要種となっている場合が多いが、重要種の位置情報は

保護の観点から一般的に公開されていない 

 一定規模以上のものを除くと、湿地や湧水の分布データは整備されていない 

 防災用井戸の取水量に関するデータは整備されておらず、災害発生時にどれくらい地下

水が利用可能かは不明である場合が多い 

 自噴井戸の有無や位置を経時的に把握することは、地下水の存在や地下水位の上昇降下

を把握するためのデータとして有効であるが、現状自噴井戸に関するデータを整理して

いる地域は少ない 
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（2） 図面作成における課題 

1） データ作成に関する事項 

 地下水流動を把握している地方公共団体は、全国的には少ないと予想される⇒地下水流

動は地下水位等高線から作成する必要がある 

 流域界と市町村界が異なる場合があるため、ニーズの高い「市町村ごとの水収支」に関

するデータ集計が難しい場合がある 

 河川水の流下方向と地下水の流動方向が異なる場合が多く、データ集計範囲の設定が難

しい 

 地下水の賦存量が不明の場合、収支を経年的に算出しその傾向を把握する必要がある 

 地下水の賦存量を元に水収支を把握する場合、地下水流動解析モデルが必要となるが、

精巧なモデル構築には多額の費用と時間がかかる 

 解析値である二次データは、モデルや GIS などにより補完されたデータを含むことから、

データの出典先を必ず明記する 

 河川水の流下方向と地下水の流動方向が異なる場合が多く、データ集計範囲の設定が難

しい 

 地下水の賦存量が不明の場合、収支を経年的に算出しその傾向を把握する必要がある 

2） 図面作成に関する事項 

 地下水情報図は、地下水の基本情報として大きく二分される地下水の「量的側面」と「質

的側面」の 2つの側面から表現する必要がある。 

 地質や地形などの地域特性のほか、地下水との社会的・文化的な関わりなども地域によ

って異なるため、それぞれの地域特性を考慮して図化する必要がある 

 湧水池などに固有にみられる生物の生育生息環境の形成など生態系維持に関わる地下水

機能に注目したい 

 雪と地下水位の関係は融雪利用から少しデリケートな問題ではあるものの、日本海側の

地域では重要な図面と考えるが、融雪利用などに関するデータはまとめられていない 

 水循環といった観点から、流域における各地下水盆の位置付けを確認できる、広域の図

面があるとよい 

 図面のスケールによって図示される内容が変化するため、スケールに合わせたデータ表

現が必要となる。 

 安全性の観点から、水源地の詳細情報をマップ化する際は注意する必要がある 

 マップには「鮮度」が求められるため、「リアルタイムマップ」の作成は重要である 
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（3） その他の課題 

1） 情報保護に関する事項 

 個人情報の保護に関する法律（第 18 条第 3項及び第 4項）では人命や身体、財産などの

権利利益を害する恐れがある場合は個人情報の公表が可能となっているが、防災用井戸

の位置については公開していない地方公共団体が多い 

2） 地下水利用に関する事項 

 地下水が地域の産業にどのように利用されているかを市民に知ってもらいたい 

 地下水の適正な利用と言った観点から水収支を把握したい 

3） 地下水保全・管理に関する事項 

 地下水の利用と地盤沈下の関係を市民に知ってもらいたい 

 地下水と防災の関係や地盤沈下に関する情報を市民に知らせたい 

 温泉利用等を通じ、古くから地下水と深い関係にあることを図示することは重要 

 地下水のモニタリングは十分でないと考えられるため、モニタリングの促進に寄与する

マップづくりは重要である 

 地下水管理や町づくりの目標設定検討に資する地下浸透率マップはニーズがあると考え

られる 

 多数の市民を巻き込めることから、地下水保全への取組み拡大にはマスコミと協働する

ことが望ましい 

 主に地下水を涵養する上流域と、主に地下水を利用する下流域で連携推進を図ることが

重要と考えられ、例えば熊本地区では農産物の生産と購買を通じて連携を図っている 

 イトヨや江津湖など地下水保全のシンボルとなるものがあるとよい 

 地下水情報の利用拡大に向け、地域によっては、地元住民や観光客など多くの人が利用

する温泉を切り口にすることも考えられる 

 地下水保全には多様なステークホルダーが関係することから、地下水保全活動を推進す

る一定の組織や土台が必要となる 
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4） 国土調査に係る項目 

 国土形成要素としての地下水の重要性、「安全安心」といった観点から、地下水の防災面

での重要性を強調したい 

 国土調査として「次世代につなげる」というキーワードは重要 

 既存の地下水マップとの違いを明確にするためには、地下水涵養域を考慮した情報の掲

載が重要 

 河川事業やダム事業における施工段階や維持管理段階での地下水へのプラスやマイナス

の影響をまとめたい 

 各地域での取組みをまとめ、国土調査を通じてそれらを他の地域に展開することが求め

られている 

 学校教育に使用できるレベルでの国土調査成果も必要である 

 50 年後に今日使っている水がどうなるか予測が難しい中で、表流水や地下水など水全体

の持続的な活用を探る必要があり、気候変動に強い地域づくりにつながる地下水情報図

の作成が求められる 

5） 全国地下水資料台帳について 

 昭和 27 年からデータの蓄積があるが、現況の確認は行っておらず、スクリーニングが課

題となっている 

 行政が所有するボーリングデータの多くは深度が浅く、帯水層の深さや地下水盆の大き

さを分析するには適さない場合が多いが、深井戸台帳にある地質柱状図には一定以上の

深さのデータがあり重要な資料である一方、データ使用の目的や用途、頻度等は把握さ

れていない 

6） 地下水関連データの取得・蓄積について 

 地下水位や降水量等観測データのほか、揚水量や雨水の浸透量、河川からの流入量など

のデータ蓄積が求められる 

 地域特性に応じたデータの取得が必須となる 

 必要となるデータは時代とともに変わるため、データ集約時に限定しすぎないことがポ

イントである 
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7） データ取得のしくみや組織等について 

 基礎データの継続的な蓄積が、取組み実施を裏付ける上で重要となる 

 蓄積したデータの公開も、上記と同様の理由で重要である 

 地下水情報の取得及び整備については、国と地域の役割分担が課題である 

 地下水情報を集約するには、信頼性のある組織・場の構築が重要である 

 継続的なデータ取得には制度化することが重要と考える 

 市民がデータを取得し市民がいつでも利活用できるしくみが必要である 

 地域の地下水に精通する「ホームドクター」の設置が必要と考えられる 

 「ホームドクター」設置については、地域の大学や研究機関のほか、地下水関連学会等

との協働が考えられる 

8） その他 

 水循環基本計画において地下水情報の蓄積を位置付けることが好ましい 

 地下水依存率の低い地域では、地方公共団体でデータを取得することが難しいかもしれ

ない 

 各地で作成されている湧水マップは、地下水の事象を伝える重要な情報図である 

 次世代育成やその孫世代への啓発を考えると、地下水情報の図面化などに子供が参加で

きるしくみを構築する必要がある 

 様々な主体が国土調査結果を引用したり、相互にリンクしたりするしくみが必要と考え

られる 
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4． パイロット地区の選定 

4.1  過去のパイロット地区 

4.1.1  平成 25 年度業務におけるパイロット地区 

平成 25 年度業務では以下に示す選定用件及び地域特性から、秦野盆地・大磯丘陵（足柄地区を

含む）と熊本地域（阿蘇西麓を含む）の 2地区をパイロット地区とし（表 4.1.1、図 4.1.1 及び

図 4.1.2）、それぞれ「神奈川西部地域」、「熊本地域」と呼んだ。 

 

 

表 4.1.1 平成 25 年度業務のパイロット地区候補と選定結果 

No. 地方名 地区名 

選定要件 

選定 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

1 北海道 天塩平野 ○ － － ○ － － － 

2 北海道 石狩平野 － ○ － － ○ ○ － 

3 東北 仙台平野 － － － － ○ － － 

4 関東 相模川平野・台地 ○ ○ ○ － ○ － － 

5 関東 秦野盆地・大磯丘陵※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

6 北陸 新潟平野 － ○ － － ○ － － 

7 北陸 十日町盆地 ○ ○ － ○ － － － 

8 北陸 南魚沼地区 － ○ － － － ○ － 

9 北陸 金沢平野 － ○ － ○ ○ － － 

10 北陸 富山平野 － ○ － － ○ － － 

11 北陸 福井平野 ○ ○ － ○ ○ － － 

12 東海 濃尾平野 ○ － ○ － ○ － － 

13 近畿 大阪平野 ○ － ○ － ○ － － 

14 中国 出雲平野 － ○ － ○ － － － 

15 四国 那賀川下流 － ○ － ○ － － － 

16 九州 筑後・佐賀平野 ○ ○ ○ － ○ － － 

17 九州 熊本平野※2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

18 九州 都城盆地 － ○ ○ ○ － － － 

※1 足柄地区含む 

※2 阿蘇西麓含む  

【選定要件】 

①地下水盆の面積 

②地下水盆における地方公共団体数 

③地域別の条例制定目的及び地下水依存率 

④地下水盆別の地下水依存率 

⑤地下水データの蓄積状況 

⑥今後の図面化事業への反映 
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【地域特性】 

・ 地下水情報の量、研究件数ともに多く、両地区で地質も異なる。地下水依存率も高い。 

・ 両地域ともに、地下水流動系に関するデータが充実していることに加え、地方公共団体

や市民が地下水保全に高い関心を持っている。 

・ 秦野盆地・大磯丘陵（足柄地区を含む）は地下水量の減少や水質汚濁などを経験し、揚

水量管理、水質管理に関連する条例や計画を制定してきた。近年は水源涵養や地中熱利

用などに積極的である。どちらかというと地方公共団体が地下水管理や地下水利用に積

極的と言える。 

・ 熊本地域（阿蘇西麓を含む）も条例や計画を制定しており、国連「生命の水」最優秀賞

を取るなど地下水保全に積極的である。市民団体の活動も盛んであり、地方公共団体だ

けでなく市民が地下水保全により積極的な地区と言える。 
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■神奈川西部地域 

  

図 4.1.1 神奈川西部地域 
注）背景図は「基盤数値情報 数値標高モデル（国土地理院）」を用いた改良斜度図（赤色立体図） 

 

■熊本地域 

  

図 4.1.2 熊本地域 
注）背景図は「基盤数値情報 数値標高モデル（国土地理院）」を用いた改良斜度図（赤色立体図） 

 

 

 

 

  

タ イ プ：火砕流台地、平地 

範    囲：阿蘇カルデラ西方～熊本平野 

面    積：1,041km2 

市 町 村 数 ：11 市町村 

人    口：約 100 万 

地下水依存率：100％(熊本市の上水道） 

タ イ プ：盆地、丘陵地、平地 

範    囲：丹沢山地～秦野盆地～ 

大磯丘陵～足柄平野 

面    積：548km2 

市 町 村 数 ：10 市町村 

人    口：約 55 万 

地下水依存率：66％（H23、足柄上地区) 
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4.1.2  平成 26 年度業務におけるパイロット地区 

平成 26 年度業務では、平成 25 年度業務における検討を通じてまとめられた課題に対応すると

ともに、下に示す 3 つの選定用件及び地域特性から、熊本地区（阿蘇カルデラを含む）と大野地

区の 2地区をパイロット地区とした（表 4.1.2、図 4.1.3 及び図 4.1.4）。 

 

 
 

 
 

表 4.1.2 平成 26 年度業務のパイロット地区候補と選定結果 

地域名 
面積 

（m2） 

条例 
学識者 

データの 

豊富さ 
備考 

県 市町村 

熊本地区 

（阿蘇含む） 
1,278 あり あり 

熊本大学大学院自然科学研究科 

東海大学大学院産業工学研究科 
◎ 

H25 検討委員会

からの指摘による 

甲府地区 189 あり あり 
山梨県環境科学研究所 

信州大学工学部 
○ － 

大野地区 97 あり あり 福井大学大学院工学研究科 ◎ － 

佐久地区 128 あり あり 信州大学工学部 △ － 

  

【パイロット地区の選定要件】 

①地下水依存率が比較的高い地下水盆 

②地形地質的成因からみた地下水盆タイプ 

③地下水盆の面積 

平成 25 年度業務における課題 

・ 試作した熊本地域は熊本平野～阿蘇西麓にかけての範囲としたが、白川流域の上流部に

あたる阿蘇山麓は含まれていなかった。H25 年度検討委員会では集水域全体で作図する必

要があると指摘があった。 

・ 秦野盆地は陥没性盆地であることから、H25 年度検討委員会において典型的な内陸性盆地

を対象とした地下水情報図を作成する必要があるとの指摘があった。 
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■熊本地区 

  
図 4.1.3 熊本地区 

注）背景図は「色別標高図（国土地理院）」 

 

■大野地区 

  
図 4.1.4 大野地区 

注）背景図は「色別標高図（国土地理院）」 

  

タ イ プ：盆地 

範    囲：大野市域 

面    積：97km2 

市 町 村 数 ：1（大野市） 

人    口：約 3.5 万 

地下水依存率：97.6％ 

タ イ プ：カルデラ、火山丘陵・火山

山麓、火砕流台地、平地 

範    囲：阿蘇カルデラ～熊本平野 

面    積：1,278km2 

市 町 村 数 ：14 市町村 

人    口：約 100 万 

地下水依存率：100％（熊本市の上下水道) 

【地域特性】 
【熊本地区】 

・ 地下水を重要な水資源として利用している 

・ 地下水調査数、研究件数が多く地下水情報が充実している 

・ 国連「生命の水」最優秀賞受賞など、地下水保全に積極的な地域の一つである 

・ 地下水への市民の意識の高さ、積極的な市民参加も盛んである 

【大野地区】 

・ 地下水を重要な水資源として利用している 

・ 地下水調査数、井戸数が多く地下水情報が豊富である 

・ 第 15 回日本水大賞『環境大臣賞』受賞など、地下水保全に積極的地域の一つである 

・ 湧水を中心とした地下水保全活動が盛んである 

・ 湧水のシンボルとなるイトヨが生息している 
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4.1.3  平成 27 年度におけるパイロット地区の選定 

ガイドブック（案）作成を目的とした本年度のパイロット地区の選定では、多様な地域に対応

できる『汎用性』と地域特性を反映できる『地域性（特殊性）』がキーワードとされ、甲府盆地と

別府扇状地がパイロット地区として選定されている。選定の条件及び考え方を以下に示す（表 

4.1.3、図 4.1.5、図 4.1.6）。 

 

 

 

表 4.1.3 パイロット地区候補と選定理由 

①地下水盆名 ②面積 
③主なﾎｰﾑﾄﾞｸﾀｰ 

候補先 
④地下水依存率 選定理由 

甲府盆地 189km2 

山梨県 

環境科学研究所 

山梨大学 

57.8％ 

（上水道） 

76.3％ 

（工業用水） 

水源地域の土地取得規制条例

の制定など地下水保全の先進

地域として選定 

別府扇状地 約 50km2 

京都大学 

地球熱学研究施設 

別府温泉地球博物館 

約 21％※1 

温泉利用や地すべり、火山等

と地下水の関係など研究デー

タが多数あり 

都城盆地 358km2 宮崎大学 91.0％ 

都城盆地地下水保全対策連絡

協議会と都城盆地地下水保全

対策研究会が存在 

宮崎平野 195km2 
宮崎大学、九州大学、 

鹿児島大学 
22.0％ 

ウナギ養殖や天然ガス生産な

ど地下水と 

関連のある産業が特色 

【参考】 

熊本平野 1,041km2 熊本大学、東海大学 約 100％ H25 年度業務対象。 

神奈川西部 548km2 温泉地学研究所 66.0％ H25 年度業務対象。 

熊本平野 1,278km2 熊本大学、東海大学 約 100％ H26 年度業務対象。阿蘇地域含む。 

大野盆地 97km2 福井大学 97.6％ H26 年度業務対象。 

※1 別府市では上水道と工業用水の地下水依存度は小さいが、温泉としての地下水利用が多く、生活や観光利用として
地下水に依存している。 

※2 効率的な資料収集及びヒアリング等を行うため、発注者事務所から近傍にある関東地域と土地分類基本調査（別業務）
が実施されている九州地域を候補とする。 

  

【パイロット地区の選定要件】 

① 対象範囲の設定：流域をベースとした健全な水循環の形成や地下水保全の広域連携など

を踏まえ、一定の広がりをもつ帯水層を有する地下水流動系（地下水盆）を基本とする。 

② 地下水盆の面積を考慮した選定：我が国における地下水盆の面積は数 km2～1800km2の範

囲にあり、そのうち 8 割は 600km2以下である。過去に対象としたパイロット地区の面

積を踏まえて選定する。 

③ ホームドクターの存在：地下水情報の図面化検討にあたっては、地域の水理地質学的知

見や地下水保全活動等に関する幅広い知識を有する専門家・組織（ホームドクター）の

存在が不可欠である。 

④ 地下水依存率：依存率の比較的高い地域は地下水管理への関心が高く、地下水情報図等

へのニーズが高いと考えられる。 
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■甲府地区 

 

 

図 4.1.5 甲府地区 
注）背景図は「色別標高図（国土地理院）」 

  

タ イ プ：内陸盆地 

範    囲：富士川流域の甲府盆地内 

面    積：230km2 

市 町 村 数 ：14 市町村 

人    口：約 60 万 

地下水依存率：57.8％（上水道） 

76.3％（工業用水）（国土交通省 HP「富士川流域の概要」) 
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■別府地区 

 

 

図 4.1.6 別府地区 
注）背景図は「色別標高図（国土地理院）」 

 

  

タ イ プ：山地～火山麓扇状地 

範    囲：別府扇状地流域 

面    積：50km2 

市 町 村 数 ：1（別府市） 

人    口：約 12 万 

地下水依存率：約 21％（「別府市地域水道ビジョン」） 



4.パイロット地区の選定 

4-9 

4.2  今年度選定したパイロット地区 

過去 3ヶ年の検討では、カルデラ、火山丘陵・火山山麓、火砕流台地、平地、盆地、扇状地など

様々な地形に形成された地下水盆を対象にしてきた。今年度は、地下水が地域の文化に一部である地

域、また地下水がまちを形成してきた歴史の一部である地域の代表として、愛媛県の西条地区と宮崎

県の都城地区をパイロット地区として選定した。両地区には下に示す特性がある。 

 

 

 

  

 地域特性  

【西条地区】 

・ 市役所が率先して地下水について活動し、学会発表なども行っている 

・ 大学等研究機関の調査研究実績がある（総合地球環境学研究所など） 

・ 海岸平野に位置し、地下水利用と塩水化など地下水収支のバランスが重要課題 

・ 自噴地下水（うちぬき）など古くからの地下水利用文化がある 

 

【都城地区】 

・ 大淀川中流域の内陸盆地に位置し、シラス地域の地下水盆として典型的な地区である 

・ 水道水源の約 94％が地下水・湧水であり、地下水が重要な資源として位置づけられて

いる 

・ 大学等研究機関の調査研究実績がある（熊本大学など） 

・ 「霧島裂罅水」など地元民も愛用する名水があり、焼酎など産業との関わりも大きい 
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■西条地区 

 

 

図 4.2.1 西条地区 

  

タ イ プ：扇状地・平野 

範    囲：愛媛県西条市内 

面    積：509.1km2 

市 町 村 数 ：1市町村 

人    口：約 11 万 

地下水依存率：農業用水 90％（西条市地下水保全管理計画案) 
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■都城地区 

 

 

図 4.2.2 都城地区 

 

  

タ イ プ：山地～火砕流台地～盆地 

範    囲：都城盆地 

面    積：358km2（地下水要覧） 

市 町 村 数 ：4市町村（宮崎県都城市、三股町、高原町、鹿児島県曽於市） 

人    口：約 24 万 

地下水依存率：生活用水：92％、工業用水：89％（「地下水要覧」） 
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5． 試作図の作成 

5.1  図面の作成 

図面化方法の検討結果を踏まえ、選定した西条地区を対象に 20 種類、都城地区を対象に 8種類

の試作図を作成した。西条地区の試作図のサムネイル画像を図 5.1.1～図 5.1.20 に、都城地区

の同画像を図 5.1.21～図 5.1.29 に示す。A3 サイズの画像は資料編に掲載した。 

 

表 5.1.1 (1) 試作図一覧 

No. 
区分 

テーマ 試作図名 概要 
西条 都城 

1 ○ ○ 
地下水に関する 

基礎的な図面 

西条地区の地形 

西条地区の地質 

西条地区の降水量 

西条地区の地下水位 

両地区の地形、地質、降水量、

地下水位など地下水に関する基

本情報を示す。 

都城地区の地形 

都城地区の地質 

都城地区の降水量 

都城地区の地下水位 

地下水の流れや地下構造の概

況を三次元的に表現し、地下水

の現況（流れや地下構造等）に

対する一般市民の理解向上を目

指す。 

2 ○  
流域の中の 

地下水 
石鎚山から流れる地下水 

名水をブランド化している他地区

との差別化のため、西日本最高

峰の石鎚山から流下する地下水

を利用していることを示す。 

3 ○  地下水と観光 

石鎚山、弘法水、香園寺 

西条市の観光スポット 

（西条地区） 

観光客や観光産業への情報提

供図としての利活用や、山と水と

信仰を結び、近年流行するパワ

ースポットめぐりなどに利活用を

目指す。 

4 ○ ○ 地下水と生物 

希少生物の棲息地を支え

る湧水（西条地区） 

希少な生息場となりつつある湧

水や湿地などの保全に資するマ

ップ（西条地区）。 

大淀川水系中流域に見ら

れる生物（都城地区） 

環境省の重要湿地である大淀川

水系中流域に生息する生物の

分布を示し、地下水が有する多

面的な機能の一つである生態系

維持機能の一端を明らかにする

（都城地区）。 

5 － ○ 地下水と産業 
焼酎等の特産を育む都城

の地下水 

都城に多くある焼酎酒造など、

地下水に関連する地域産業の

分布を示し、地域産業を支える

豊かな地下水資源を表現する。 
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表 5.1.1 (2) 試作図一覧 

No. 
区分 

テーマ 試作図名 概要 
西条 都城 

6 ○ － 地下水と農業 

西条市の農作物と地下水 

名水によって生産した農作

物のブランド化への利活用

を目指す。 

西条地区の地下水を利用し

た農業 

米生産における地下水の

重要性を示すことで、市民

の地下水保全への意識醸

成につながる可能性があ

る。 

環境やコストなどからみた西

条地区の地下水米 

環境負荷が低いことを示す

ことができれば、環境意識

の高い消費者への拡販に

つながる可能性がある。 

7 ○ ○ 地下水と歴史 

地名にみる水と西条の関わ

り（西条地区） 

昭和初期と現代の地図から

水に関わる地名を抽出した

図面（西条地区）。 

古代日向神話から引き継が

れる生活と水との関わり（都

城地区） 

城郭、水田跡地、集落等の

分布とその時代区分、昔の

人たちの生活と地下水や湧

水が密接に関わっている場

所や事象がある地域、神

社・寺院等の情報を重ねた

マップ。歴史の中で湧水や

地下水が記憶されているス

ポットを示す（都城地区）。 

8 ○ － 地下水と気象 渇水に強い西条地区 

渇水に悩まされることが多

い瀬戸内の都市の中で、西

条地区に取水制限が少な

いことを示したマップ。 

9 ○ － 地下水と文化 
西条地区のうちぬき・いずん

掘り 

新田開発・産業発展と地下

水のつながりや両平野で異

なる多様な水との関わりを

示し、地下水への関心喚起

および意識向上を目的とし

た図。 
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5.1.1  西条地区 

 

 

 

図 5.1.1 西条地区の試作図「基礎的な図面【地形】」 

 

 

  

西条市は北に瀬戸内海、南に四国山脈がそびえ、海岸沿いには「周桑平野」と「西条平野」が

広がっています。 

・ 南部に西日本最高峰の石鎚山Ⓐを含む四国山地Ⓑが存在します 

・ 西条地区においては、四国山地Ⓑから北または東方向に丘陵地Ⓒや扇状地Ⓓが形成され、

瀬戸内海Ⓔ側に「周桑平野Ⓕ」および「西条平野Ⓖ」が広がります 

・ 中央構造線Ⓗにより山地や谷が急峻で、丘陵地Ⓒや扇状地Ⓓの規模が小さい 

・ 河川はＶ字谷を形成したあと平野に出て瀬戸内海Ⓔにそそぎます 

・ 西条地区の主要な河川は、西から大明神川Ⓘ、中山川Ⓙ、加茂川Ⓚです 
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図 5.1.2 西条地区の試作図「基礎的な図面【地質】」 

 

 

  

西条地区は、世界最大級の活断層帯である中央構造線の北側に位置し、平野は豊かな地下水を

貯留できる沖積層が広がります。 

・ 四国山地Ⓐは、主として中古生層の変成岩で構成されており、比較的固く安定しています 

・ 河川沿いの丘陵地Ⓑは、第四紀更新世の堆積岩であり崩れやすい 

・ 「周桑平野Ⓒ」、「西条平野Ⓓ」ともに第四紀完新世の堆積物に覆われているため、砂礫

層が発達しており、地下水がたまりやすい 

・ 四国山地の一部Ⓐには、中央構造線Ⓔの活動に伴い第三紀の堆積岩もみられ、地すべりを

おこしやすい 



5.試作図の作成 

5-5 

 

 

 

図 5.1.3 西条地区の試作図「基礎的な図面【上空から】」 

 

 

  

西条地区は東西に広がる平野とその背後に並ぶ屏風のような山系が印象的です。 
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図 5.1.4 西条地区の試作図「基礎的な図面【断層】」 

 

 

  

「周桑平野Ⓐ」と「西条平野Ⓑ」の丘陵地との境には、川上断層Ⓒ、小松断層Ⓓ、岡村断層Ⓔ

の活断層があります。 
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図 5.1.5 西条地区の試作図「基礎的な図面【３Ｄマップ周桑平野】」 

 

 

  

周桑平野の南の山際には、小松断層、川上断層が走っています。 

○川上断層（川上断層西部は重信・北方断層ともいいます） 

松山平野の北東部に位置する愛媛県川内町から、石鎚山脈の北麓に位置する西条市まで、30km

以上にわたって延びる活断層です。この活断層の西部は高縄山地の南東縁に一致し、南流する

河谷を右横ずれさせています。 

・活断層としての長さ：約 21km  

・変位様式：右横ずれ活断 

※鉛直成分の向き・量は場所によって異なります。 
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図 5.1.6 西条地区の試作図「基礎的な図面【３Ｄマップ西条平野】」 

 

 

  

西条平野の南の山際には岡村断層が走っています。 

○岡村断層 

新居浜市上原から西条市小松町妙口付近まで追跡される長さ約 20km の活断層。中央構造線

の約 1.5km 北側を東北東－西南西方向に構造線に並走しています。岡村断層によって新居浜市

萩生から西方の西条市にかけて低断層崖が発達しています。地形的に高い南側の地名が「旦ノ

上」、北側の低い方のそれは「岸ノ下」と名付けられています。岡村断層に沿っては、そのすぐ

北側に大師泉などがあり、泉が湧き出ています。 

・ 活断層としての長さ：約 21km 

・ 変位様式：右横ずれ活断層 

※鉛直成分の向き・量は場所によって異なります。 
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図 5.1.7 西条地区の試作図「基礎的な図面【３Ｄイラスト周桑平野】」 

 

 

  

・ 千羽ヶ岳Ⓐ等に降った雨水は中山川Ⓑや地層に沿って、丘陵地や平野部に流れます 

・ 帯水層はいくつかの粘土層Ⓒに区切られています 

・ 平野部で井戸を掘ると、山地からの圧力により、深い場所の穴を掘ると地上に湧き出ますⒹ 

・ 丘陵地では、掘り抜き井戸から揚水して地下水を利用するⒺほか、溜池Ⓕを利用しています 

・ 湧き水Ⓖは丘陵地から平野部に出たあたりに多い 

・ 豊富な地下水を利用した稲作Ⓗが盛んです 

・ 丘陵地の畑地Ⓘなどでは果樹も生産されています 
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図 5.1.8 西条地区の試作図「基礎的な図面【３Ｄイラスト西条平野】」 

 

 

  

・ 石鎚山Ⓐを中心とした四国山地に降る雨水は、加茂川Ⓑや浅い地層に沿って扇状地などを

通り、平野部に流下します 

・ 一部の雨水は、深い地層内のれっか水Ⓒとして平野に流下します 

・ 岡村断層Ⓓの北側に大きな窪みがあり、ここに流下した地下水がたまります 

・ この地下水は山地からの圧力がかかっているため、井戸を掘り抜くと地表面にまで自然と

噴き出します 

・ これを西条平野では「うちぬき」Ⓔと呼んでいます 

・ 豊富な「うちぬき」水を利用した稲作Ⓕが盛んに行われています 

・ 豊富でおいしい地下水を利用できることから、市街地の一部では上水道が整備されていま

せん 
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図 5.1.9 西条地区の試作図「基礎的な図面【降水量】」 

 

 

  

西条地区は、瀬戸内海式気候に属し、四季を通じて晴天が多く、全国平均からみて降水量が少

ない。 

・ 四国山地Ⓐでは、我が国平均降水量（1,718mm）の約 1.5 倍（2,600mm 以上）の降水量がみ

られますが、平野部Ⓑではその半分程度です 

・ 西条市の年平均降水量（1,392.7mm；1981～2010 の平均）は我が国平均降水量の約 80％で

す 

・ 南方に位置する四国山地Ⓐの降水量は多く、西方の山地Ⓒでは少ない 

・ かんがい期（５月～９月）になると、加茂川の加茂川橋付近Ⓓでは伏流し、「瀬切れ（無

水区間）」が形成されます 
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図 5.1.10 西条地区の試作図「基礎的な図面【地下水位】」 

 

 

  

西条地区はどこの地下水が高く、圧力の大きいところはどこか。 

・ 西条地区では、河川沿いの地下水位が高い傾向にあります 

・ 「周桑平野Ⓐ」ではエリアによって帯水層の深さが 0mⒷ～40mⒸと異なりますが、「西条

平野Ⓓ」の多くのエリアでは地表から 5m 以浅Ⓔに地下水が存在します 

・ 「西条平野Ⓓ」では、地上に地下水が噴き出す可能性がある地下水面と地表面がほとんど

変わらない「地下水位 0m 地帯Ⓕ」が海岸沿いに広く分布します 

・ 河川沿いの地下水位は、表流水が河川から地下に流出するために、やや上昇する傾向にあ

り、よって地下水等高線が扇形に曲がる傾向Ⓖにあります 

・ 「西条平野Ⓓ」の沿岸部では、塩水化がみられます 
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図 5.1.11 西条地区の試作図「石鎚山から流れる地下水」 

 

 

  

西条地区の地下水は、西日本最高峰の石鎚山を含む四国山地から河川等を通じて流下し、平野

部に滞留しています。 

・ 西条地区は、南に西日本最高峰の石鎚山（1,982m）Ⓐを含む四国山地Ⓑがそびえ、北側は瀬

戸内海Ⓒに面しています 

・ 石鎚山Ⓐを中心とする山地で降った雨水は、いくつもの渓谷に沿って西条市内に流れ込んで

います 

・ 地中や河川を通じて流下した雨水は、各河川沿いの谷や扇状地を通って平野部に流れ下りま

す 

・ 「周桑平野Ⓓ」ではゆるやかに傾斜する地層に沿って地下水が流れており、地下水面は山側

で 40mⒺ、沿岸部で 0mⒻとなっています 

・ 「西条平野Ⓖ」では断層の窪みに地下水が貯留しており、地下水面は多くのエリアで地表か

ら 5m 以浅Ⓗにあります 
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図 5.1.12 西条地区の試作図「石鎚山、弘法水、香園寺・・・・：西条市の観光スポット」 

 

 

  

西条市は、水・温泉・海・山・緑・食・文化等に恵まれた観光都市です 

・ 西条市内には、西日本最高峰の石鎚山や嘉母神社のうちぬき、弘法水、臼井の水、芝井の泉

など湧水や水と関係の深い観光スポットが多い 

・ 四国八十八箇所霊場を代表とする神社仏閣や城跡があることも西条市の特徴と言えます 

・ 観光スポットは、西条駅や壬生川駅といったターミナルから３km 圏内にも比較的多い 
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図 5.1.13 西条地区の試作図「希少な生き物のすみ場を支える湧き水」 

 

 

  

西条平野には川沿いを中心に多くの湧き水が存在し、様々な生き物が生育・生息しています。 

・ 近年、希少な生き物のすみ場はさまざまな理由により悪くなっており、希少な生き物がみら

れなくなりつつあります 

・ 愛媛県内で確認されている生き物のうち、希少な生き物（絶滅のおそれのある種）が増加し

ています 

・ 特に人々が生活する市街地や農地で希少な生き物をみることは稀となっています 

・ しかしながら、西条地区の市街地および農地等では、希少な植物や魚類、小動物が確認され

ています 

・ これらのすみ場は湧き水と関係しているところが多い 

・ 西条地区では特に、湧き水が希少な生き物のすみ場を構成する重要な要素となっています 

・ なお、外来生物は種によって希少な生き物や在来の生き物を捕食したり、それらのすみ場や

食物を奪ったりなどして、希少な生き物や在来の生き物に大きな影響を与えていると言われ

ています 



5.試作図の作成 

5-16 

 

 

 

図 5.1.14 西条地区の試作図「西条市の農作物と地下水」 

 

 

  

水不足が懸念される四国の中で、西条地区は地下水や沢水を利用した農業が盛んに行われてい

ます。 

・ 全国の他の地域のように、愛媛県でも水稲栽培は盛んです 

・ 米の収穫量は四国４県の中で最も多い 

・ 西条市を含む新居浜平野では、全国の中で水稲栽培での地下水利用率が高い 

・ 西条地区の米は、西日本最高峰の石鎚山からの名水で栽培された米として、また、そのま

ま飲用として利用できる水を利用した安心安全の米として、販売されています 

・ 「周桑平野」では、米のほかに、麦や果樹が栽培されています 

・ 「西条平野」では、良質な地下水を用いて、「絹かわなす」や「七草」、「ほうれん草」なども

栽培されています 
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図 5.1.15 西条地区の試作図 

「『地名にみる』水と西条の関わり（約 80 年前(1933(昭 8)年)当時の地図から）」 

 

 

  

・ 豊かな自然に囲まれ起伏に富む地形をもつ我が国には様々な地名があります 

・ 地名は昔のくらしの営みを伝える重要な意味をもっていると考えられます 

・ 柳田國男全集等の資料を元に、昭和8年の5万分の 1地形図と平成 28 年の地理院地図から西

条地区における地下水や水に関わりのある地名を抽出しました 

・ 昭和 8年の地図にあるが、平成 28 年度の地図に見られない地名は、「菖蒲」と「途中川」で

す 

・ 昭和 8 年の地図になく、平成 28 年度の地図に見られる地名には「泉町」や「湯の谷」など

があります 
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図 5.1.16 西条地区の試作図 

「『地名にみる』水と西条の関わり（現在の地図から）」 
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図 5.1.17 西条地区の試作図「雨の変化に強い西条地区」 

 

 

  

渇水に見舞われやすい四国の中で、地下水の豊富な西条市は、取水制限の可能性が低い。 

・ 我が国の年平均降水量は約 1,700mm あり、世界平均（880mm）の約 2 倍にあたりますが、１人

当たりの水資源賦存量世界平均の 1/2 以下です 

・ 瀬戸内海沿岸は日本でも渇水被害の頻発する地域であり、河川を含む表流水はたびたび干上

がり、取水制限を行う場合が多い 

・ 瀬戸内海に面する市町村の取水制限日数（平成 14～19 年度）の年平均を整理したところ、

四国中央市や松山市、阿南市などでは21日以上の取水制限がありました 

・ 一方で、吉野川河口に位置する徳島市と地下水が豊富な西条市は取水制限が行われませんで

した 

・ 西条市では、山地で降った雨が 17 年～60 年かけて平野部に流下します 
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図 5.1.18 西条地区の試作図「西条地区のうちぬき・いずん掘り」 

 

 

  

西条地区では時代の水需要に応じ、地域の特性を生かした様々な方法で水の手当てを行ってお

り、それらが現在の地域の産業や生活の成り立ちに関わっています。 
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図 5.1.19 西条地区の試作図「西条地区の地下水を利用した農業」 

 

 

  

西条平野・新居浜平野では、農業用地下水が全国的にみて高い割合で利用されています。 

・ 農業用地下水の利用率は、北海道や新潟など全国有数の稲作地域では数％であるのに対し、

西条平野及び新居浜平野では 60％と高い 

・ 地下水が豊富な熊本では農業での地下水利用率が突出して高い 

【農業における地下水利用】 

長所 

・ 水質が良好で水温も安定しており、比較的容易にかつ安価に取水が可能 

・ 自分の土地で良質の水が（原則として）容易に取水可能 

・ 河川水のように渇水期がなく、年間を通して取水可能 

短所 

・ 渇水年には地下水位が下がり、水不足により農業被害等が生じる可能性があります 

・ 渇水年には塩水化の懸念があります 
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図 5.1.20 西条地区の試作図「環境やコストなどからみた西条地区の地下水米」 

 

 

  

豊富な地下水を利用した環境に優しい西条地区の稲作。 
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5.1.2  都城地区 

 

 

 

図 5.1.21 都城地区の試作図「基礎的な図面【地形】」 

  

北西の霧島火山群、南東の鰐塚山地にはさまれた、南北に長い盆地。 

・ 都城盆地は北西部の霧島火山群Ⓐ、北東部の諸県丘陵Ⓑ、南東部の鰐塚山地Ⓒ、南西部は

高隈山地Ⓓに囲まれた盆地です。 

・ 盆地中央を南から北に流れる大淀川Ⓔに向かって、東南西側の山地から複数の支流が流れ

込んでいます。 

・ 四万十累層群などからなる山地ⒷⒸⒻ、大淀川より西側にはシラス台地Ⓗ、東側には扇状

地性の段丘Ⓘ、河川氾濫原Ⓙが広がっています。 

・ 盆地の西側は白鹿岳Ⓚとそれに連なるシラス台地Ⓗが広がっています。 

・ 盆地の東側は鰐塚山地Ⓒや諸県丘陵Ⓑから流下する河川沿いに扇状地Ⓘが広がっています。 

・ 大淀川沿いは狭い低地となっています。 

・ シラス台地は、シラスの供給源である鹿児島県の錦江湾Ⓛに向かって、南西方向Ⓜに緩や

かに高度を増しながら広がっています。 

・ これらの地形は盆地の中央に向かって 

・ 地下水を集める役割を果たしています。 
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図 5.1.22 都城地区の試作図「基礎的な図面【地質】」 

 

 

  

西側は火山灰の台地が広がり、東側は古い地層でできた山地と水はけの良い扇状地。 

・ 都城盆地の地質は「西部」、「中央部」、「東部」の 3つに分けることができます。 

・ 「西部」では新しい堆積物（第四紀完新世以降）である霧島火山群Ⓐが高い尾根となって

流域界を形成し、丘陵や台地Ⓑでは火山灰が降り積もっています。 

・ シラスは堆積時の熱で部分的に溶けて固い溶岩のようになった下部と、隙間の多い軽石や 

・ 火山砂が混じった水を通しやすい上部に分かれています。 

・ 固まった火山灰は地下水を透しにくく、西側の谷の崖の下では湧水が見られたり、関之尾

滝などの滝の地形を形成したりしています。 

・ 「中央部」Ⓑは古い湖があった時代に砂等が溜まり、その後河川から流されてきた砂やれ

きが溜まったため、地下水が透りやすい構造になっています。 

・ 「東部」ⓒの山地は固い地盤となっています。 
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図 5.1.23 都城地区の試作図「基礎的な図面【降水量】」 

 

 

  

台風が通りやすく、東西を山に囲まれているため、全国的にみても雨が多い。また、霧も発生

しやすい。 

・ 都城市Ⓐの年平均降水量は 2,481.8 mm（1981～2010 年の平均）であり、全国平均（1,600

～1,800mm）よりも多く、国内でも降水量の多い地域です。 

・ 霧島火山群Ⓑ、鰐塚山地ⓒの降水量は盆地中央部の低地に比べて多く、山地に降った雨が

地表や地中を流れて盆地中央に供給されています。 

・ 特に霧島火山群Ⓑの降水量は約 4,400mm になり、平地の都城市Ⓐの 1.5 倍以上に達します。 

・ 盆地状の地形により風が吹きにくく、昼と夜で気温差が大きいため、霧が発生しやすい条

件となっています。 

・ 霧の年間発生は、都城では年間約 16 日に対して、東京では約 3日になります。 



5.試作図の作成 

5-26 

 

 

 

図 5.1.24 都城地区の試作図「基礎的な図面【地下水位】」 

 

 

  

地下水は「浅い層」と「深い層」の二層で成り立っており、川と同様に東・南・西から盆地へ

流れ込み、北方向へ流れ出ます。 

・ 都城地区には２つの地下水の層（浅い層と深い層）があります。 

・ 浅い層の地下水と深い層の地下水は共に山から盆地へ流れ込み、大淀川
おおよどがわ

の流れる方向Ⓐと

同じ盆地北部へ流れ出ています。 

・ 浅い層の地下水は大淀川
おおよどがわ

に沿って流れ出ていますが、深い層の地下水は大淀川
おおよどがわ

のやや東側

を流れています。 
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図 5.1.25 都城地区の試作図「都城盆地の水の動き（大淀川の下流から南方向を見渡して）」 

 

 

  

・ 盆地の地下水は、「浅い層」Ⓐと「深い層」ⒷⒸの 2層に分かれて存在します。 

・ 「浅い層」と「深い層」の地下水の間には水を透しにくい地層Ⓓが存在します。 

・ 地下水をためる器を形成する基盤の形状は南北に長い船底形をしています。 

・ この器は、霧島火山の噴火で轟の観音瀬（大淀川下流域）がせき止められて堆積した砂や

礫（都城層）や小林盆地（小林カルデラ）や錦江湾（姶良カルデラ）の噴火で噴出したシ

ラスによって埋まっています。 

・ 地形や地下構造から盆地の外から流れ込む地下水はほとんどなく、盆地内に降った雨で地

下水はまかなわれています。 
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図 5.1.26 都城地区の試作図「古代日向神話から引き継がれる生活と水との関わり」 

 

 

  

遺跡から見る湧き水と生活の変遷。 

・ 生きるために欠くことのできない水は、いつの時代も人々の生活と強く結び付いていると

言われています。 

・ 狩猟生活をしていた縄文時代は湧き水の出やすい台地の縁の近くなどで集団生活を送って

いましたが（Ⓐ）、稲作文化が伝来した弥生時代では稲作に適した川沿いへ集落が進出して

おり（Ⓑ）、水への依存度が変わったことで生活する場所も変化したと考えられます。 

・ 水に恵まれた観音池Ⓒや早水周辺Ⓓでは稲作をするため、弥生時代になっても川沿いへ集

落を移動させることなく人々は生活をしていたと考えられます。 



5.試作図の作成 

5-29 

 

 

 

図 5.1.27 都城地区の試作図「湧き水と神社・名勝などの関わり」 

 

 

  

生活を支える水は、太古の昔から人に大切にされ信仰されてきた。 

・ 水は生活にとって欠かせないため、人々は太古の昔から水を信仰の対象としてきました。 

・ 本図では都城地区の神社や名勝を、水や湧き水と関係の深いものとそうでないものに区別

して表しました。 

・ 水や湧き水と関係の深い神社やお寺が低地の際（台地の縁）に多いことが分かりました。 

・ 水を祭っている神社や寺は低地の際（台地の縁）に湧き出た水を敷地内に貯め、祭神とし

ていたと考えられます。 
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図 5.1.28 都城地区の試作図「大淀川水系中流域に見られる生き物」 

 

 

  

全国で珍しくなったホタルやサワガニ、メダカが湧き水にすみます。 

・ 生き物には綺麗な水を好むものがいれば、汚い水を好むものもいます。 

・ きれいで冷たい水を好む生き物にとって、湧き水がある場所はとても大切なすみ場所にな

ります。 

・ 湧き水は崖や台地の縁に多くみられます。 

・ 旧都城市では840種の生き物が確認されており、うち湧き水や湿地にすむ生き物は45種（約

5%）です。 

・ 湧き水や湿地にすむ生き物の分布を図示すると、低地の際（台地の縁）に多く分布してい

ることがわかりました。 

・ 低地の際（台地の縁）は湧き水で出来た水路や小河川、湿地が形成されやすく、そこに湧

き水や湿地を好む生き物がすんでいるためと考えられます。 

・ このことから、湧き水は生き物のすみ場所を形成する重要な要素の一つと言えます。 
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図 5.1.29 都城地区の試作図「豊かな産業を育む都城の地下水」 

 

 

  

地下水は市街地にも豊富にあり、これを活かした産業が行われている。 

・ 都城地区では豊富な地下水を利用し、豆腐、こんにゃく、しょうゆ・みそ、お酒、そば、

和菓子などを製造しています。 

・ 都城市の市街地には地下水に関連する製造所が 29 箇所あります。 

・ 水の汲みやすさを指標する「比湧出量」に注目すると比較的高い場所を中心に 21 箇所の工

場が集まっています。 

・ 比湧出量とは、地下水位を通常よりも 1m 下がった状態を 1日間維持し続けた場合に汲める

水の量のことであり、この値が多いほど地下水が豊富です。 

・ これらは水の利用のしやすさが地域の物産品を支えていると言えます。 

・ 比湧出量が高くないⒶやⒷでも、地下水に関する物産品が作られていますが、これらは台

地の縁の湧き水を利用していると考えられます。 
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5.2  使用データ 

試作図及び簿冊案で使用したデータを表 5.2.1、表 5.2.2 に示す。河川や行政界、人口などに

は国土数値情報や基盤地図情報数値モデル、全国地下水資料台帳など主に既存のデータを用いた。

地下水位や観測孔位置、温泉台帳、温泉位置などについては地域から情報提供頂き、デジタイズ

して用いた。また、既存のホームページ等の資料も参考にした。 

 

表 5.2.1（1） 作図に用いたデータ一覧（西条市） 

試作図名 凡例名 データ名／資料名 データ／資料入手先 

地下水に

関する 

基礎的な

図面 

（西条） 

降水量 国土数値情報 平年値（気候）メッシュ 国土交通省国土政策局国土情報課 

地下水位等高線

（2010 年 12 月） 

平成 22 年度 道前平野地下水資源 

調査解析業務 報告書 
西条市 

地質分布 
20 万分の 1 日本シームレス地質図 

（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総

合研究所地質調査総合センター 

地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

背景図 基盤地図情報（数値標高モデル） 国土地理院 

石鎚山から 

流れる 

地下水 

水の流れ 
平成 22 年度 道前平野地下水資源 

調査解析業務 報告書 
国土交通省国土政策局国土情報課 

観測井位置 地下水年報 2015 年版 西条市環境衛生課 

地下水位等高線

（2010 年 12 月） 

平成 22 年度 道前平野地下水資源 

調査解析業務 報告書 
西条市 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

石鎚山、

弘法水、

香園寺…；

西条市の 

観光スポット 

水と関係のある 

観光スポット 

環境省 HP 
環境省水・大気環境局 

水環境課／土壌環境課 

西条市 HP 西条市観光物産課 

いよ観ネット 一般社団法人 愛媛県観光物産協会 

ミツカン水の文化センターHP ミツカン水の文化センター事務局 

トラベル jp＜たびねす＞ 株式会社ベンチャーリパブリック 

湧水位置 
平成 8～11 年度 西条市地下水資源

調査の結果について（報告書抜粋） 
西条市 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

希少生物

の棲息地

を支える 

湧水 

生物 湧水生物調査結果 特定営利活動法人西条自然学校 

湧水位置 
平成 8～11 年度 西条市地下水資源

調査の結果について（報告書抜粋） 
西条市 

河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

西条市の

農作物と

地下水 

地下水位等高線 
平成 19 年度 道前平野地下水資源 

調査解析業務 報告書 
西条市 

水田・畑地 国土数値情報 土地利用細分メッシュ 国土交通省国土政策局国土情報課 

絹かわなす栽培地 （平成 27,28 年度)絹かわなす圃場分布 西条市 

水の流れ 
平成 19 年度 道前平野地下水資源 

調査解析業務 報告書 
西条市 
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表 5.2.1（2） 作図に用いたデータ一覧（西条市） 

試作図名 凡例名 データ名／資料名 データ／資料入手先 

「地名にみ

る」水と西

条の関わり 

地名 S4 5 万分の 1 地形図 昭和 4 年度 国土地理院 

地名 H28 地理院地図 平成 28 年度 国土地理院 

河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

雨の変化

に強い 

西条地区 

降水量 気象庁 HP（過去の気象データ） 気象庁 HP 

取水制限地区日数 
国土交通省 HP（平成 14～19 年度 全

国の渇水（取水制限等）状況） 
国土交通省水管理・国土保全局HP 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

西条地区

の地下水

を利用した

農業 

水稲収穫量 平成 27 年度産作物統計調査 農林水産省 

水田地下水利用量 
第 5 回農業用地下水利用実態調査 

平成 23 年 8 月 
農林水産省 

平野の該当市町村 
地下水要覧 地下水要覧編集委員会編集 

平野 地名コレクション HP 

なお、地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した（承認番号 平

28 情使、第 6 号）」。また、国土地理院の承認を得て、同院発行の 5 万分の 1地形図、電子地形図 20 万及び電子地

形図（タイル）を複製している（承認番号 平 28 情複、第 2号）」。 
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表 5.2.2 作図に用いたデータ一覧（都城市） 

試作図名 凡例名 データ名／資料名 データ／資料入手先 

地下水に

関する 

基礎的な

図面 

（都城） 

降水量 国土数値情報 平年値（気候）メッシュ 国土交通省国土政策局国土情報課 

地下水位等高線 

宮崎県都城盆地における地下水流動

を踏まえた地下水中の硝酸性窒素の

期限とその挙動 

熊本大学大学院 

地下水の流れ 

3 次元地下水シミュレーションを用いた

宮崎県都城盆地における硝酸性窒素

の挙動の可視化 

熊本大学大学院 

地質分布 
20 万分の 1 日本シームレス地質図 

（2009 年） 

国立研究開発法人産業技術総

合研究所地質調査総合センタ

ー 

地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域 国土交通省国土政策局国土情報課 

河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

背景図 基盤地図情報（数値標高モデル） 国土地理院 

地下水と

歴史・ 

文化財 

地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域データ 国土交通省国土政策局国土情報課 

背景図 基盤地図情報（数値標高モデル） 国土地理院 

遺跡 遺跡の位置情報 
都城市教育委員会文化財課／

都城市 HP 

水域 基盤地図情報 国土地理院 

神社、お寺、名勝

など 

神社、お寺、名勝などの位置情報 

宮崎県神道青年会／宮巡～神

主さんが作る宮崎県の神社紹介

サイト～ 

都城市教育委員会文化財課／

都城市 HP 

高城町史 都城市（旧高城町） 

大淀川水系 

中流域に

見られる 

生物 

生物確認位置 
平成 16 年度 都城市生物多様性基礎

調査業務委託 動植物個別調査報告書 
宮崎県都城市環境森林部環境政策課 

地形 
50 万分の１土地分類基本調査 

地形分類図 
国土交通省国土政策局国土情報課 

行政界 国土数値情報 行政区域データ 国土交通省国土政策局国土情報課 

背景図 基盤地図情報（数値標高モデル） 国土地理院 

豊かな 

産業を育む 

都城の 

地下水 

河川 国土数値情報 河川 国土交通省国土政策局国土情報課 

比湧出量 深井戸台帳（全国地下水資料台帳） 国土交通省国土政策局国土情報課 

背景図 地理院地図 （タイル、標準地図） 国土地理院 

地下水に関連する 

製造所 

酒造会社位置情報 

宮崎県商工観光労働部 観光

経済交流局 オールみやざき営

業課／Dareyami 宮崎本格焼酎

応援サイト 

その他企業位置情報 
都城市みやこんじょ PR 課 

Google Map による店舗検索 

なお、地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した（承認番号 平

28 情使、第 6 号）」。また、国土地理院の承認を得て、同院発行の 5 万分の 1地形図、電子地形図 20 万及び電子地

形図（タイル）を複製している（承認番号 平 28 情複、第 2号）」。 
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5.3  図面化・簿冊化における課題 

図面及び簿冊の作成を通じて把握された課題を以下にまとめる。 

 

【データの入手に関する事項】 

 地下水位の観測は省庁、都道府県、市町村など様々な組織が実施しているため、データの

入手や整理のほか、精度やその検証などに手間がかかる 

 涵養事業の実施者が様々（地方公共団体、農政、林野、企業、NPO 等）であるため、涵養

事業に関するデータの入手や整理のほか、精度やその検証などに手間がかかる 

 図面や簿冊において、地下水に関連するスナップ写真の掲載は「見える化」といった観点

から非常に有効だが、現状では写真のストックが系統立てて行われていない 

 降水量や土地利用、井戸位置、観光地、人口等地下水以外のデータについては、電子化さ

れているケースが多いが、データ整備や保存主体が異なることから、収集に手間がかかる 

 オーソライズされたデータでさえも、最新データでない場合がある 

 地下水・温泉に関する一次データは個別の研究者で管理しているため、今後散逸する危険

性がある 

 

【データ作成に関する事項】 

 地下水流動を把握している地方公共団体は、全国的には少ないと予想される⇒地下水流動

は地下水位等高線から作成する必要がある 

 流域界と市町村界が異なる場合があるため、ニーズの高い「市町村ごとの水収支」に関す

るデータ集計が難しい場合がある 

 河川水の流下方向と地下水の流動方向が異なる場合があり、データ集計範囲の設定が難し

い 

 地下水の賦存量が不明の場合、収支を経年的に算出しその傾向を把握する必要がある 

 地下水の賦存量を元に水収支を把握する場合、地下水流動解析モデルが必要となるが、精

巧なモデル構築には多額の費用と時間がかかる 
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【データ数や量に関する事項】 

 中小河川での流量や地下水の自噴量に関するデータは少ない 

 地下水盆全体の地下水位データは少なく、局所的なデータにとどまる場合がある 

 過去の地下水位データには帯水層区分が考慮されていない場合がある 

 地域によっては観測井数が少なく、一定の精度を有する地下水位等高線を作成するための

データが不足している場合がある 

 湧水池や湿地に依存する生物の分布を示すデータは、全国規模ではほとんど整備されていない 

 湿地性生物はその分布状況から重要種となっている場合が多いが、重要種の位置情報は保

護の観点から一般的に公開されていない 

 一定規模以上のものを除くと、湿地や湧水の分布データは整備されていない 

 防災用井戸の取水量に関するデータは整備されておらず、災害発生時にどれくらい地下水

が利用可能かは不明である場合が多い 

 自噴井戸の有無や位置を経時的に把握することは、地下水の存在や地下水位の変動を把握

するためのデータとして有効であるが、現状自噴井戸に関するデータを整理している地域

は少ない 

 

【データの表現に関する事項】 

 図面のスケールによって図示される内容が変化するため、スケールに合わせたデータ表現

が必要となる 

 安全性の観点から、水源地の詳細情報をマップ化する際は注意する必要がある 

 

【その他】 

 個人情報の保護に関する法律（第 18 条第 3 項及び第 4 項）では人命や身体、財産などの

権利利益を害する恐れがある場合は個人情報の公表が可能となっているが、防災用井戸の

位置については公開していない地方公共団体が多い 

 河川整備やダム事業は地下水との関わりが深いと思われるため、メリットやデメリットを

まとめる必要がある 

 次世代育成やその親世代への啓発を考えると、地下水情報の図面化などに子供が参加でき

るしくみを構築する必要がある 

 雪と地下水位の関係は融雪利用から少しデリケートな問題ではあるものの、日本海側の地

域では重要な図面と考えるが、融雪利用などに関するデータはまとめられていない 

 データの更新が継続的に実施される「リアルタイムマップ」の検討が必要となりつつある 

 様々な主体が国土調査結果を引用したり、相互にリンクしたりするしくみが必要と考えら

れる 
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6． 検討委員会の設置・運営等 

6.1  ワーキンググループの設置 

本業務では、地下水の国土調査（水調査）の一環として、地下水の状況や利用実態を把握する

ため、水流、涵養量、水質等地下水情報を図面化するための検討を目的としたワーキンググルー

プをパイロット地区として選定した西条地区に設置した。 

ワーキンググループの名称は「地下水の図面化促進に関する検討業務西条地区ワーキンググル

ープ」（以下、「西条ＷＧ」とする）とした。ワーキンググループの委員名簿を表 6.1.1 に示す。 

 

表 6.1.1 西条ＷＧ 委員名簿 

No. 氏名 所属等 備考 

1 塩出 一峻 西条市 農林水産部 農業水産課  

2 谷口 真人 大学共同利用機関法人 総合地球環境学研究所 研究部 教授 座長 

3 玉井 雅人 一般社団法人 西条市観光物産協会 事務局長  

4 徳増 実 
西条市 生活環境部 環境衛生課長 

兼 ひうちクリーンセンター所長 
座長代理 

5 長谷川 稔 西条市農業協同組合 営農販売部 営農振興課 課長補佐  

6 松本 喜裕 西条市 産業経済部 観光物産課 物産・ブランド推進係  

7 山本 貴仁 山特定非営利活動法人 西条自然学校 理事長  

（五十音順、敬称略） 
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6.2  ワーキンググループの運営 

本業務では、西条ＷＧにおいて 2 回のワーキングを開催した。以下に、2 回の開催日時、開催

場所、議題とともに議事概要を示す。なお、各ワーキング資料は資料編に掲載した。 

 

6.2.1  第 1 回西条ＷＧ 

開催日時：平成 28 年 10 月 5 日（水）13:30～15:30 

開催場所：愛媛県西条市役所本館 502 号室 

議  題： （１）西条地区における地下水の状況と様々な取組みについて 

 （２）地下水に関する様々な図面について 

 （３）西条地区ではどのような図面をつくれるか 

出 席 者： 

【委員】 

塩出 一峻 西条市 農林水産部 農業水産課 

◎谷口 真人 大学共同利用機関法人 総合地球環境学研究所 研究部 教授 

玉井 雅人 一般社団法人 西条市観光物産協会 事務局長 

○徳増 実 西条市 生活環境部 環境衛生課長 兼 ひうちクリーンセンター所長 

長谷川 稔 西条市農業協同組合 営農販売部 営農振興課 課長補佐 

松本 喜裕 西条市 産業経済部 観光物産課 物産・ブランド推進係 

山本 貴仁 特定非営利活動法人 西条自然学校 理事長        【欠席】 

今川 義康 特定非営利活動法人 西条自然学校 自然観察ガイド担当  【代理出席】 

【委員以外の出席者】 

戸田 和宏 西条市 総務部 秘書課 秘書係 副主査  

日野 智之 西条市 農林水産部 農業水産課 

野村 智美 西条市農業協同組合 営農販売部 営農振興課 園芸指導企画担当 

 

  

図 6.2.1 第 1 回西条ＷＧの様子  
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議事概要： 

１．開 会 

２．規約（案）について 

３．出席者紹介 

４．開会挨拶および趣旨説明 

５．議 事 

 （１）西条地区における地下水の状況と様々な取組みについて 

 （２）地下水に関する様々な図面について 

 （３）西条地区ではどのような図面をつくれるか 

 

・ 見えにくい地下水は見える化が重要である。単に見える化しただけでは、興味は長続き

しない。そこで、小浜市では市民が地下水データを入力できるようなサイトを立ち上げ

た。他地域の方もデータを見ることができるものである。 

・ 西条市は福井県小浜市と面積や人口、地下水利用などの観点で、非常に似通っている。

小浜市のようなホームページは開設しないのか。 

・ 西条市の地下水委員会で市民参加型のホームページについて、可能かどうか検討してい

きたい。 

・ 本 WG の成果も同委員会で資料として使用したいと考えている。 

・ サイト上でデータ入力する時やデータを比較する時に、そのベースとなるマップは重要

となる。 

・ 昨今マップの更新が難しくなりつつある。そのため様々な工夫がなされている。例えば、

山岳協会の登山者に GPS を持ってもらい登山道のルート更新を行ったり、環境省では市

民参加の生物データマップがつくられたりしている。 

・ 西条市で湧水や生物データは整理されているのか。 

・ 湧水の調査が実施されており、魚類と水生植物については一定のデータが蓄積されてい

る。 

・ 傾向は見られたか。 

・ 標高 4m ぐらいに希少生物が多いといった傾向がみられたが、市内には泉が多く正確な調

査の実施は難しい。 

・ 湧水に依拠する生物マップは面白いと思う。子供は地下水だけだとなかなか興味を持っ

てもらえない。生物と一緒だと興味を持ってもらいやすい。 
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・ ＪＡで生物データはお持ちでないか。 

・ 調査は実施していない。調査を実施する場合、どちらかと言うと害虫が対象となる。 

・ 水とリンクしている農産物で、絹かわなすや七草以外に、今後注目すべきものはないか。 

・ 既存のものは「名水」などを用いて販売している。新たなものとしては、あまり水とリ

ンクしないが、サトイモやタマネギなどがある。 

・ 米作では、標高差（水温差）を踏まえ種を変える場合があるが、西条市ではどうか。 

・ 種にあまり差異はないが、田植え時期を調整することで対応している。 

・ 作物や工業製品を作る際、どれくらいの水を使うかを「ウォーターフットプリント」と

言う指標で表す場合があるが、河川水を用いて米作する地域と比べると、うちぬきを使

った西条市の米は、エネルギーや環境負荷、コストを低減して作った米と言えないか。

もし言えるのであれば、販売時のいいアピールになると思われる。 

・ 各エリアの井戸水は結構味が違うことに最近気づいた。また、西条市にどれくらいの地

下水量があって、どれくらい農業や生活に使用されているのかなど疑問がある。これら

を表現したマップは重要ではないか。 

・ 若い世代が理解しやすい地下水マップとは、どのようなものがあると思うか。 

・ 山から海まで一連の流れがわかるものや、地下の水の流れが表現されているもの、山地

の降雨エリア、河川での流下エリア、扇状地で地下に浸透するエリア、平野部の地表に

湧出するエリアなど水循環のゾーンが区分されている３Ｄ的なイラストが、基本的なこ

とを理解するのにいいのではないか。 

・ 地表を表現する平面図と、地下を表現する断面図の両方を理解することは、一般の市民

には難しいと思われる。やはり３Ｄがいいのかもしれない。 

・ 一口に西条地区と言っても、地下構造や産業が異なる周桑平野と西条平野がある。一般

的に西条市は渇水に強いと言われるが、周桑平野の山裾などはそれほど強くないことや、

地下水を用いた酒蔵は周桑平野にしかないこと、また、周桑平野にも自噴域はあるが「う

ちぬき」とは言わないなど、両平野で違いがある。地図化する際はこれらに留意頂きた

い。 

・ これまで水の「豊かさ」を表現する際、水の「量」がクローズアップされてきた。「うち

ぬき」のイメージから西条平野に視点の中心があったように思う。しかし水の「豊かさ」

は「量」のみならず、水質や水との関わり度合など様々な形態がある。可能であれば、

これらをマップで表現できないか。 
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・ 西条市には、水とのつながりに多様性があることを図示したい。 

・ 市内には山から海まで多様な環境があり、水とのつながりも多様であることを示したい。 

・ うちぬきエリアと掘抜き井戸エリアを示すだけでも、水とのつながりを表現できるかも

しれない。また、周桑平野と西条平野で主要な農産物が異なることから、各農産物の生

産エリアと地下水データを重ねると何か見えてくるかもしれない。 

・ 山、水、信仰のつながりは、スピリチュアルなイメージから、観光のキーワードになり

やすい。 

・ 昔の水との触れ合いの様子を示す写真は非常に説得力がある。水と生活や文化を示す図

案には写真を用いたい。 

・ 地下水と水産業との関わりはどうか。 

・ 海底湧水の調査が行われていて、湧水周辺で海苔が養殖されていることはわかっている。

しかし、湧水量や水質と海苔の収量などとの関係は明らかになっていない。 

・ 各泉に生物や文化、生活などを示す現地看板やホームページなどを設置すると、泉の重

要性への理解が進むのではないか。ただし、希少生物など情報開示には留意する必要が

ある。 

・ 秋田で行われた湧水フォーラムでは、現存する約 200 年前の湧水の絵と、子供に書かせ

た現在の湧水の絵を比較していた。西条地区でも、今と未来の湧水が比較できるよう、

写真や絵、文などで現況をアーカイブしておくことは重要である。 

・ 西条地区で水に関わる注目すべき昆虫はいるか。 

・ 愛媛県が指定したトンボ保護区があるなど、西条市内には県内で有数のトンボ生息地が

ある。希少なトンボとして、市内ではハッチョウトンボなどが記録されているが、詳細

な調査が実施されれば、より希少性の高い種が確認されるかもしれない。 

・ 湧水のトンボや山岳地帯の植物などをアピールしたツーリズムには注目している。 

・ 防災用井戸や消火用井戸は設置されているか。 

・ そのような制度はない。 

・ 小浜市では家の入口に「井桁マーク」が掲げられ、井桁の中央に井戸の本数を示す数字

が記載されている。これは消火用井戸の存在を市民や地元消防団に知らせる機能を持っ

ている。 

 

６．閉 会 
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6.2.2  第 2 回西条ＷＧ 

開催日時：平成 28 年 11 月 22 日（火）9:30～12:30 

開催場所：西条市役所本館 502 号室 

議  題： （１）第１回ＷＧを踏まえての対応について 

 （２）試作図について 

 （３）図版集の活用について 

 （４）試作したマニュアル（案）について 

 （５）他地区への示唆、地下水情報図作成と活用の今後に向けて 

出 席 者： 

【委員】 

塩出 一峻 西条市 農林水産部 農業水産課 

◎谷口 真人 大学共同利用機関法人 総合地球環境学研究所 研究部 教授 

玉井 雅人 一般社団法人 西条市観光物産協会 事務局長 

○徳増 実 西条市 生活環境部 環境衛生課長 兼 ひうちクリーンセンター所長 

長谷川 稔 西条市農業協同組合 営農販売部 営農振興課 課長補佐 

松本 喜裕 西条市 産業経済部 観光物産課 物産・ブランド推進係 

山本 貴仁 特定非営利活動法人 西条自然学校 理事長 

 

  

図 6.2.2 第 2 回西条ＷＧの様子 
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議事概要： 

１．開会・趣旨説明 

２．議 事 

議事１．西条地区における地下水情報図の試作 

 （１）第１回ＷＧを踏まえての対応について 

 （２）試作図について 

議事２．試作図の利活用の可能性と地下水情報図（仮称）の整備等について 

 （１）図版集の活用について 

 （２）試作したマニュアル（案）について 

 （３）他地区への示唆、地下水情報図作成と活用の今後に向けて 

 

【基礎的な図面】 

・ 図 1の「石鎚山」の標高は間違っている。 

・ 図 2の堆積岩は変成岩が正しく、「中山川」の北側は花崗岩が正しい。 

・ 本図は市民向けの簡易な地質区分を示しており、利用者に合わせて表示内容を変えるこ

とを想定している。 

・ 市民向けであれば、第三紀や第四紀の説明は必要である。 

・ 平野部の地質は何年〜何年、山地部の地質は何年〜何年のような説明はどうか。 

・ 加えて、地下水を通しやすいのか通しにくいのかを付記する必要がある。 

・ 図 4について、「岡村断層」の北側は断層があると言った説があるが、このような新たな

データはどのように扱うのか。 

・ 道前平野地下水保全委員会でも議論になり、結論としては「断層あり」としている。 

・ 研究者によって見解が異なる場合が地質には多々ある。 

・ 国土調査ではデータの評価を行わないことから、複数の見解を示してもいい。 

・ 市では「小松断層」は市役所付近まで不連続に存在するといった見解を持っている。 

・ 複数案あるのであれば、図示せず文章とし、市民ら受け手がどう感じるかによってどち

らがいいか決めたい 

・ 市の防災担当は延長していないマップを使用している。 

・ 図 7で南側に山地があることも示したい。 

・ 図 7および図 8には、工業関連の水利用を追記したい。 

・ 図 7および図 8では、河川を山地部から表現したい。 
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・ 両図の「古い海水」は不要。 

・ 両図における山地部の帯水層が厚すぎるのではないか。 

・ 山地部に帯水層はないので削除か薄くするのが正しい。 

・ 図 8の「熱移流」は専門用語なので削除すること。 

・ 図 9の平野部の図面は不要ではないか。 

・ 平野部での降水量の差を見るためである。 

・ 「周桑平野」と「西条平野」の差異を確認する等が目的でなければ、なくてもいいので

はないか。表現に少し工夫が必要である。 

・ 図 10 では口頭で説明のあった地下水等高線の扇型に湾曲している理由を文章に加えた

い。 

・ 「加茂川」が谷から出るところでは、地下水等高線が極端に屈曲しているが、通常はあ

りえないので、元データを確認すること。 

 

【Ａ群】 

・ 市民は、図 11 で地下水の深さを知りたいのではないか。 

・ 図 12 のタイトルは違和感がある。 

・ 図 12 で示した以外に潜在的な観光スポットはないか。 

・ パワースポットに科学的な根拠を加えることができれば、観光マップに利用可能となる。 

・ パワースポットは外国人も求めている。 

・ 昔からの言い伝えも、人文科学的な傍証として利用してもいいと思う。 

・ 神戸からくる「石鎚山」と「弘法水」とのセットツアーはリピート客が多いと聞いてい

る。 

・ 観光もテーマ区分して図示してもよい。 

・ 高標高地にある「瓶壺の水」は、不老不死と言われており、汲む人が多い。 

・ 「瓶壺の水」は、超軟水であり、お茶やコーヒーに適しているほか、大腸菌などの細菌

が全く検出されない。 

・ 図 13 のグラフは、母数を「愛媛県レッドデータブック」掲載種数にするとよい。 
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【Ｂ群】 

・ 水田における地下水利用量のデータは興味深く、全国のデータを見てみたい。 

・ 西条地区の産物には、「名水を使った」と言うフレーズをよく使うが、科学的な根拠がほ

しい。 

・ 図 14 で水田と畑地・果樹を比較するには、地下水深度が良かったかもしれない。 

・ 「絹かわなす」の生産地位置のデータはどう使うか。 

・ 「絹かわなす」の生産者はどれくらい存在するのか。 

・ 20 軒ないと思う。 

・ 図 15 および図 16 では、何が何に変わったか、新しい地名が出てきたか、なくなった地

名はないかなどの分析がほしい。 

・ 「加茂川」は両岸が掘削されやすい、「早川」は流れが速いなど、市内には災害を連想す

る地名は多いが、図示された以外で水を示す地名はそれほどないと思う。 

・ 「菖蒲」は「勝負」から来ているなど、抽出した地名を精査する必要がある。 

・ 単に井戸や泉など「水」から来ている地名や、水と関係あるが災害から来ている地名な

どカテゴライズする必要があるかもしれない。 

・ 屋号や商号で水に関わるものはないか。 

・ 地下水が豊富な平野部ではないと思う。 

・ 図 17 から、「西条地区」は持続性の高い地区と言える。 

・ 渇水への耐久性を考える際、人口や水の利用形態（河川水や地下水など）も考慮する必

要がある。 

・ 図 17 のタイトルは違和感あるか。 

・ 諸々の都合を考えると少し刺激的か。 

・ 流域の地形も考慮する必要があり、タイトルは「雨の変化に強い西条地区」などでどう

か。 

 

【Ｃ群】 

・ 環境教育への利活用などを考慮すると、図 18 に水と地域の成り立ちに関するデータを追

記できないか。 

・ 例えば、江戸時代は古地図を背景図にうちぬきを示し、明治〜昭和時代は空中写真を背

景図にいずんぼりを、現在はポンプ井戸などを示すのはどうか。 
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・ いずんぼりとは何か。 

・ 昭和 9年の渇水時に、水を求めて地面を掘り込んだものである。 

・ 「西条地区」には、いずんぼり、うちぬき、湧水と３つの水の使用形態がある。 

・ 市民はそれらの３形態は知らない。 

・ これらのエリアを示すマップは作成できるのではないか。 

・ 図 19 では、カーボンフットプリントを示せないか。 

・ ダムと水路を整備する際に消費するカーボン量と地下水をポンプアップする際に消費す

るカーボン量を考えると、恐らく西条地区のカーボン量は他地区と比べると小さいと思

う。 

・ これらを全国比較できないか。 

 

【図面全体について】 

・ 利用者に合わせ、わかりやすさを求める必要があり、大きく分けると子供向け（学習用）

と大人向けか。 

・ 資料 1の利用主体に「学校」などを入れたい。 

・ 図面のいくつかは、西条市の小学校等で行なっている「地域を学ぶ」で使えそう。 

・ 親子での街歩きなどに使えないか。 

・ 親子の街歩きではないが、ボランティアが案内する「西条水めぐり」であれば今日も実

施している。 

・ 学校の授業であるので、図面が一端利用されれば継続すると思う。 

・ 図 18 にもう少し歴史とデータを入れられれば、観光（史跡）巡りに使えそう。歴史が観

光の興味につながりそう。 

・ 地下水の流跡線は出ないか。 

・ 西条ではモデル化されていないので、現時点ではできない。 

・ 市として観光づくりのシーズはあると思う。シーズの芽を出させる事業者を勧誘したい。

その勧誘に利用できるマップがあるとありがたい。 

・ 図 18 は大人への気付きとなり、地下水の保全につながりそう。 
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【マニュアル】 

・ 成功事例があるといいのではないか 

・ 地下水については地域によって多様なアプローチがある。この地域ではいいがあの地域

だと使えないなどの例が出そうで、そうすると成功事例は使いにくい。やはり多様性を

認識させることが第一歩かと思う。 

・ 地域住民による自分の街の気付きを究極としている。多様性の認識はきっかけとしては

いい。 

・ 「地域の価値を認識しよう～地下水の側面から～」みたいなものはどうだろう。配布先

はどこを想定しているのか。 

・ 行政ほか図書館や公民館にも置きたいし、配りたい。銀行など地域で何かを実施したい

と考えている企業へのアプローチとしても使ってほしい。 

・ ＩＴも進んでいるからタブレットを２つ使った実体視など表現方法も今後検討していく

と面白い。平面図と立体図でステークホルダーの理解度を図る研究があるが、立体図の

方が、理解度が高いといった結果が出ている。 

 

５．閉 会 
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7． 地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）の作成 

7.1  ガイドブック（案）（仮称）作成の目的 

我が国に存在する地下水盆は約 200 箇所にのぼることから、国以外の主体による地下水調査へ

の着手が期待される。地域の行政や各主体が地下水調査を実施するためには、地下水調査の方法

を明らかにする必要がある。そのため、既往調査成果および過去に開催された検討委員会・ワー

キンググループでの知見を踏まえ、「地下水図面化手法調査（細部調査）ガイドブック（案）（仮

称）」を作成した。 

本ガイドブック（案）では、「地下水を見える化する意義」を明らかにしたほか、「見える化し

た例」や「見える化のポイント」を整理した。また、情報収集の重要性をとりまとめた。 

 

7.2  ガイドブック（案）利用者の検討 

地下水調査は、国土調査の一環であることから、国民のだれもが実施できるものである。実施

には地下水行政を担当している行政機関が主な実施主体である可能性が高いが、地下水と観光や

地下水と文化・歴史、地下水と自然環境などに関わる情報をとりまとめる場合は、観光協会や自

治会、ＮＰＯ、学校、水土里ネットなど多様な主体の参加が考えられる。 

したがって、本ガイドブック（案）は、様々な主体が利用できるような文章とした。 

 

7.3  ガイドブック（案）の作成方針 

想定される利用者を踏まえ、以下のガイドブック（案）作成方針を設定した。 

 過年度に作成した図案や写真など実例を示す 

 地下水情報図の利活用局面を例として記載する 

 情報の収集方法を詳述する 

 「参考」や「コラム」など多様な情報を付与する 

 可能な限り平易な文章とする 

 

7.4  ガイドブック（案）記載内容の検討 

7.4.1  ガイドブック（案）の目的設定 

「地下水図面化手法調査（細部調査）ガイドブック（案）（仮称）」の作成方針を元に、以下に

示す目的を設定した。 

 

地下水や水循環のしくみをわかりやすく表現すること（見える化すること）によって、

地域の資源を発見する 
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7.4.2  地下水見える化のポイント整理 

ガイドブック（案）では、地下水見える化のポイントを「図面をつくるコツ」として以下の 3

点を整理した。 

 地域のニーズを把握した上で、観光や産業、自然環境などの様々な資源を掘り起こす 

 ワーキンググループや個別ヒアリング、電話取材などを通じ、広い視野で情報を入手する 

 テーマを持った地下水情報図を作成する 

 

7.4.3  地下水見える化の手順検討 

本ガイドブック（案）では、地下水情報の見える化を以下の手順で行うこととした。 

 

図 7.4.1 見える化のフロー 

  

有識者等からの 
情報収集 

データ収集 

主題の決定 

データ整理 

図面の基本設計 

データの整理 

データの表示 

有識者等から、地域にどのようなニーズ（テーマ）があるか、

ニーズを見える化するにあたりどのようなデータがあるか、

データはどこにあるか、などについて情報を収集。 

ニーズを踏まえた各種データを入手するため、データ収集先

は国、地方公共団体の関係機関、研究機関、大学、企業、民

間活動団体等幅広く設定する必要がある。 

主題の選定にあたっては、「地域のニーズを分析」⇒「ニー

ズを踏まえたテーマの整理」の順で行う。 

収集したデータから選定した主題に沿ったデータを抽出す

る。その際、データの保存状態やデータ形式、データ範囲、 

位置精度、時系列などに留意する。 

作成するマップの概要を把握するため、マップの利活用者、

対象範囲、縮尺を設定する。 

マッピングを行うために、必要なデータを電子化する。 

ポイント、ポリゴン、グラフ、表、写真等を組み合わせて表

示する。対象範囲や縮尺、表示データ等に合わせ、背景デー

タを選定する。 
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7.5  地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称） 

作成した「地下水情報図の作成・活用ガイドブック（案）（仮称）」のサムネイル画像を以下に

示す。Ａ４サイズ版は資料編とした。 
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の作成・活用用ガイドブッック(案)(仮称称)の作成 
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要領（仮称

作業要領（仮

図面化手法調

）（素案）の

仮称）（素案）

調査作業要領

の作成 

を示す。 

領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 

 



 

  

8.地下水図

8-21 

図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 

 



 

  

8.地下水図

8-22 

図面化手法調調査作業要領領(仮称)(素案案)の作成 
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9． 地下水情報の利活用事例の収集 

9.1  既存成果利活用事例の整理 

9.1.1  成果発表事例 

地下水調査結果の利活用促進及び普及啓発を目的に、既存成果の利活用事例を収集し、利活用

の月日、場所、方法、課題等を整理した。収集する事例は以下の 3件とした。 

 

表 9.1.1 利活用事例 

成果発表会 実施月日 実施場所 発表方法 

日本地下水学会 

2015 年秋季講演会 

2015 年 

10 月 22 日（木）～24 日（土） 

多田記念大野有終会館 

（福井県福井市） 
パネル展示 

「AQUA2015」 

第 42 回 

国際水理地質学者会議 

2015 年 

9 月 14 日（月）～18 日（金） 
イタリア国 ローマ市 

ローマ大学 

ポスター 

発表 

第 3回 

やまなし「水」ブランド 

戦略アドバイザー会議 

2016 年 

3 月 14 日（月） 

山梨県防災新館 

304 会議室 
パネル展示 
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（1） 日本地下水学会 2015 年秋季講演会 

平成 26 年度業務で検討した大野地区の成果について、平成 27 年の地下水学会秋季講演会

が大野市で行われたのに併せて、学会期間中に大野市役所と共同して成果説明を実施した。 

成果報告は、地下水学会が開催されている会場と同じフロアーにおいて、ポスター展示と

プロジェクションマッピングによる３次元表示システムを展示して、学会に参加した市民や

研究者に説明を行った。 

  期日：2015 年 10 月 22 日（木）～24 日（土） 

  会場：多田記念大野有終会館（結とぴあ）福井県大野市天神長 1-19 

 

 

図 9.1.1 地下水学会で展示したポスター（解説部分） 
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図 9.1.2 成果説明の様子 

 

 

図 9.1.3 地下水学会で展示したプロジェクションマッピングの新聞記事 

 

  



9.地下水情報の利活用事例の収集 

9-4 

 

（2） 山梨県における「水」ブランド戦略アドバイザー会議への資料提供 

第２回甲府地区 WG において、平成 27 年度に山梨県で「水」ブランド戦略の検討を行って

いる概要が紹介された。その際に、山梨県より今年度業務で検討した図面やガイドブックに

ついて、アドバイザー会議の参考資料として利用したいという要望があったため、３月に開

催された「第３回やまなし「水」ブランド戦略アドバイザー会議」の参考資料として利用し

ていただいた。 

  期日：2016 年 3 月 14 日（月） 午前 10：00～ 

  会場：山梨県防災新館 304 会議室 甲府市丸の内 1丁目 6-1 

 

 

図 9.1.4 第３回やまなし「水」ブランド戦略アドバイザー会議の様子（山梨県提供） 
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（3） 国外における成果発表 

研究者が集う国際会議において、今年度成果の発表を行った。発表資料および発表状況等

を以下に示す。 

 

会議名：目的：42nd IAH Congress（第 42 回国際水理地質学者会議）「AQUA2015」 

場 所：イタリア国 ローマ市 ローマ大学 

期 間：2015 年 9 月 14 日（月）～18 日（金） 

題 目：Examples of maps to improve people’s awareness of groundwater 

（人々の地下水への意識を高めるための地下水マップの紹介） 

方 法：ポスター発表 

 

 

図 9.1.5 発表の様子 
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図 9.1.6 発表ポスター 1 ページ目 
（上図：英文、下図：和文） 
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図 9.1.7 発表ポスター 2 ページ目 
（上図：英文、下図：和文） 
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図 9.1.8 発表ポスター 3 ページ目 
（上図：英文、下図：和文） 
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図 9.1.9 発表ポスター 4 ページ目 
（上図：英文、下図：和文） 
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9.1.2  ＨＰ等による成果公表事例 

利活用事例に関する資料は、様々な主体が行っているデータ公開事例やデータベースの利活用

事例を中心に収集した。国土交通省に加え、他省庁や学会等による利活用事例も含めた。 

本業務で収集した利活用事例等を表 9.1.2 に示し、図 9.1.10～図 9.1.14 にインターネットに

よるデータ公開の事例や利活用事例を示す。 

 

表 9.1.2 収集した利活用事例等 

No. 資料名 作成者 作成年 概要 

1 

防災に役立つ地理空間

情報の活用事例及び想

定活用例集 
国土地理院 2013 活用事例集及び想定活用集 

2 水文データの利活用 
中尾忠彦（財団法人河川情

報センター） 
2015 年 HP 公開による利活用促 

3 
水情報国土の全体構

想と活用 

竹本典道・小川鶴蔵・佐藤

宏明・本間君枝（財団法人

河川情報センター） 

2009 年 HP 公開による利活用促進 

4 
侵入生物データベー

ス 

国立研究開発法人 

国立環境研究所 
不明 HP 公開による利活用促進 

5 
自然環境保全基礎調

査 HP 

環境省自然環境局 

生物多様性センター 
不明 

HP 公開による利活用促進

HP には利活用事例が掲載 

6 いきものログ 
環境省自然環境局 

生物多様性センター 
不明 

HP 公開による利活用促進 

データ収集及び提供を実施 

アプリを通じたスマートフ

ォンでの報告も可能 

7 

地域地盤情報データ

ベースの利活用に対

する地盤工学会の取

り組み 

藤堂博明・山本浩司 不明 
HP公開による利活用促進及

び利活用事例の紹介 
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図 9.1.10 水文水質データベース HP 

 

 

図 9.1.11 侵入生物データベース HP 
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図 9.1.12 自然環境保全基礎調査 HP 

 

 

図 9.1.13 いきものログ HP 

  



9.地下水情報の利活用事例の収集 

9-13 

 

 

図 9.1.14 全国電子地盤図 HP 
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9.2  成果発表の実施 

地下水調査成果の利活用を推進するためには、調査成果を行政や市民、企業などに向けて様々

な形で発信していくことが重要である。本業務では、利活用のノウハウを収集するために、既往

調査を含めた地下水調査成果を発表する場を表 9.2.1 に示す 3箇所で設定した。 

 

表 9.2.1 成果発表会（案） 

成果発表会 実施月日 実施場所 発表方法 

日本地下水学会 

2016 年秋季講演会 

平成 28 年 

10 月 20 日（木）～21 日（金） 

長崎新聞文化ホール 

（長崎県長崎市） 
パネル展示 

エコ博 
平成 28 年 

11 月 5 日（土）～6日（日） 

ラザウォーク甲斐 

（山梨県甲斐市） 
パネル展示 

山梨県育水県民会議 
平成 28 年 

11 月 24 日（木） 

ベルクラッシック 

甲府3階エリザベート 

（山梨県甲府市） 

パネル展示 

 

9.2.1  日本地下水学会 2016 年秋季講演会 

（1） 概要 

平成 27 年度業務で検討した甲府地区および別府地区の成果について、平成 28 年の地下水

学会秋季講演会が長崎市で行われたのに併せて、学会期間中に成果説明を実施した。 

成果報告は、地下水学会が開催されている会場と同じフロアーにおいて、パネル展示を行

い、学会参加者に説明を行った。 

期日：2016 年 10 月 20 日（木）～21 日（金） 

会場：長崎新聞文化ホール（長崎県長崎市） 

 

  

図 9.2.1 成果説明の様子 
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（2） ヒアリング結果 

1） 民間企業勤務の技術者 

・ わかりにくい地下水情報を市民にわかりやすく伝えることは重要で、何らかの工夫が必

要である 

・ 地下水情報をわかりやすく図化する取組みを複数で進め、アイデアを出し合いたい 

・ わかりやすいデータで地下水情報を示すことは非常に重要だが、コンサル、研究者とも

に得意でない 

・ 地域の地下水データの入手は比較的困難と思われる 

・ 防災用井戸の図面は非常に興味深い 

・ 本事業では、各地の行政との良好な関係構築がポイントかと思う 

・ マップ化に用いられたデータ（特に一次データ）を公開してほしい 

2） 国研究機関の研究者 

・ 地下水データが充実している地域は限られていることから、当該業務の先細りが懸念さ

れる 

・ 現地で地下水データを取得し、それらを図面化する仕組みを構築できないか 
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9.2.2  エコ博 

（1） 概要 

期日：2016 年 11 月 5 日（土）～6日（日） 

会場：ラザウォーク甲斐双葉（山梨県甲斐市） 

主催：ユニー株式会社 

内容：パネル展示 

 

  

  

図 9.2.2 成果説明の様子 

 

（2） ヒアリング結果 

・ 山梨県の地下水が静岡県以外とも関係しているとは知らなかった 

・ プロジェクションマッピングは見てみたい 

・ 図面の内容が難しすぎる 

  

展示場所 
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9.2.3  山梨県育水県民会議 

（1） 概要 

期日：2016 年 11 月 24 日（木） 

会場：ベルクラッシック甲府 3階エリザベート（山梨県甲府市） 

主催：山梨県 

内容：パネル展示 

 

  

  

図 9.2.3 成果説明の様子 

  

展示場所 
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（2） ヒアリング結果 

1） 展示した図面について 

・ 地下水の見える化は、県民の地下水への理解向上に重要である 

・ 図面化は、県民と見えない地下水をつなげる取組みであり、興味深い 

・ 図面のデフォルメが課題 

・ （図：水がめとしての山梨県）水に着目して俯瞰的にみることはあまりないので面白い 

・ （図：水がめとしての山梨県）表現はもう少し工夫が必要だが、多摩川上流域が山梨県

であることを知らない県民もいるので、「気づき」を与えるいいマップだと思う 

・ 地下水と地表の山等との位置がわからないので、３Ｄの絵があるといい 

2） 地下水データについて 

・ 一次データ、せめて図面化で使用したデータを公開してほしい 

・ 一次データ公開のリスクは事前に整理し、場合によってはリスク回避の処置をとる必要

がある 

3） その他 

・ 山梨県では、ボーリングデータをデータベース化しているが、サーバーの管理が課題と

なっている 

・ 特に他部署にサーバー管理を依頼すると、依頼した当初はいいが担当者が異動すると受

け入れを断られたりして、継続的な管理ができない場合が多い 

・ 地下水含む基礎的なデータは、国に収集・管理してもらいたい 

・ その際は、地方公共団体が国に地下水データを納めることができるような仕組みがほし

い 

・ 国の担当者も異動があるので、可能であればサーバー管理などは国総研のような研究機

関がいいのではないか 
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10． 地下水情報図集の作成 

過去の地下水マップ、過年度業務成果を主体に、水調査におけるこれまでの成果、国立研究開

発法人産業技術総合研究所の地下水盆 GIS データ、全国の地下水盆等を追加していく基となる一

覧表を作成した。 

 

10.1  過年度に実施した地下水調査成果 

国土調査の地下水調査として、平成元年度～平成 12 年度に作成された「地下水マップ」と平成

25 年度～平成 28 年度に実施された地下水情報の見える化検討業務等の成果図面が挙げられる。 

これらの一覧を対象地別に表 10.1.1 に示す。 

 

表 10.1.1 過年度に作成された地下水調査成果一覧 

No. 区分 対象地 作成年月 

1 

地下水マップ 

伊勢湾周辺地域 平成 2年 3月 

2 筑後・佐賀平野地域 平成 4年 3月 

3 埼玉・群馬地域 平成 8年 3月 

4 茨城・栃木地域 平成 10 年 3 月 

5 千葉・東京・神奈川地域 平成 10 年 3 月 

6 新潟地域 平成 11 年 3 月 

7 静岡地域 平成 11 年 3 月 

8 富山地域 平成 12 年 3 月 

9 近畿地域（大阪・兵庫） 平成 12 年 3 月 

10 石川地域 平成 13 年 3 月 

11 近畿地域（京都） 平成 13 年 3 月 

12 

地下水情報の 

見える化検討など 

熊本地区 平成 26 年 3 月 

13 神奈川県西部地区 平成 26 年 3 月 

14 熊本地区（阿蘇含む） 平成 27 年 3 月 

15 大野地区 平成 27 年 3 月 

16 甲府地区 平成 28 年 3 月 

17 別府地区 平成 28 年 3 月 

18 西条地区 平成 29 年 3 月 

19 都城地区 平成 29 年 3 月 

※「No.」の数字は、図 10.3.1 の丸数字および 10-5 ページ以降の数字と合致する。 
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10.2  他省庁が作成した地下水情報図 

全国を対象に作図が進められていた、若しくは進められている地下水情報図を対象とすると、

旧通産省地質調査所が作成した「日本水理地質図」と国立研究開発法人産業技術総合研究所が作

成している「水文環境図」がある。 

これらの一覧を対象地別に表 10.2.1 に示す。 

 

表 10.2.1 過年度に作成された「日本水理地質図」と「水文環境図」一覧（1/2） 

No. 区分 対象地 作成年 

20 

日本水理 

地質図 

木曾川左岸・矢作川・豊川流域 昭和 36 年 

21 関東平野中央部 昭和 37 年 

22 関東平野西南部 昭和 37 年 

23 釜無川および笛吹川流域 昭和 38 年 

24 香東川・土器川および財田川流域 昭和 39 年 

25 愛媛県金生川・加茂川・中山川および重信川流域 昭和 39 年 

26 千葉県西部 昭和 39 年 

27 奈良県大和川流域 昭和 40 年 

28 多摩川右岸・相模川および酒勾川流域 昭和 40 年 

29 関東平野北西部（赤城山・榛名山を中心として） 昭和 41 年 

30 長野県松本盆地 昭和 41 年 

31 兵庫県南西部地域 昭和 42 年 

32 佐賀・福岡県筑後川中流域 昭和 42 年 

33 富士山域 昭和 42 年 

34 都城盆地 昭和 43 年 

35 仙台湾臨海地域 昭和 43 年 

36 高知県鏡川・国分川および物部川流域 昭和 43 年 

37 福岡・大分県山国川および駅館川流域 昭和 44 年 

38 熊本県白川および黒川流域 昭和 45 年 

39 鳥取県日野川右岸流域 昭和 46 年 

40 福岡県矢部川中流域 昭和 46 年 

41 山梨・長野県釜無川上流域 昭和 48 年 

42 長野・群馬県湯川および吾妻川上流域 昭和 49 年 

43 長野県千曲川中流域 昭和 49 年 

44 島原半島 昭和 50 年 

※「No.」は表 10.1.1 からの通し番号とした。 

※「No.」の数字は、図 10.3.1 の丸数字および 10-5 ページ以降の数字と合致する。 
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表 10.2.1 過年度に作成された「日本水理地質図」と「水文環境図」一覧（2/2） 

No. 区分 対象地 作成年 

45 

日本水理 

地質図 

長崎県諌早・北高地区 昭和 53 年 

46 長野県上川・柳川および宮川流域 昭和 53 年 

47 福島県郡山盆地 昭和 53 年 

48 福島県福島盆地 昭和 54 年 

49 山梨県甲府盆地 昭和 55 年 

50 長野県千曲川及び犀川流域 昭和 56 年 

51 新潟県高田平野 昭和 57 年 

52 徳島県吉野川下流域 昭和 58 年 

53 徳島県那賀川下流域 昭和 59 年 

54 長野県伊那谷地域 昭和 59 年 

55 静岡県天竜川下流域 昭和 59 年 

56 静岡県大井川下流域 昭和 60 年 

57 静岡県安倍川下流域 昭和 61 年 

58 福井県敦賀平野 平成元年 

59 山形県米沢盆地南部 平成 5年 

60 鹿児島県奄美諸島 平成 10 年 

61 

水文 

環境図 

仙台平野 平成 28 年(改) 

62 秋田平野 平成 28 年(改) 

63 関東平野 平成 17 年 

64 濃尾平野 平成 28 年(改) 

65 筑紫平野 平成 28 年(改) 

66 山形盆地 平成 28 年(改) 

67 熊本地域 平成 26 年 

68 石狩平野 平成 27 年 

69 富士山 平成 28 年 

70 苫小牧 予定 

71 新潟 予定 

72 大阪 予定 

73 北九州 予定 

※「No.」は表 10.1.1 からの通し番号とした。 

※「No.」の数字は、図 10.3.1 の丸数字および 10-5 ページ以降の数字と合致する。 
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10.3  国で作成した地下水情報図の作成状況 

図 10.3.1 には今までの国の機関で作成された地下水情報図の対象地を整理した。図 10.3.1 で

は該当する市町村に「●」印を置いた。 

 

 

図 10.3.1 既存の地下水情報図作成位置  
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※赤丸は「地下水情報の見える化検討など」による図 
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1. 地下水マップ「伊勢湾周辺地域」 

作成年月日 平成 2年 3月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

【概要】 

・ 全国地下水資料台帳のデータを基に、地下水・地表水の適正な利用のため、地下水分布状

況、地質状況、地盤沈下等の地下構造を分析し図化したもの 

・ 1 対象地域あたり図面は 3枚作成されており、水理地質構造、地下水量や地下水質及び地

下利用や涵養に関する情報を掲載した図面となっている 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

豊橋平野 198 6 S58 年：34.9％ 平野型 

岡崎平野 425 14 (豊田市)H19 年：16.6％ 平野型 

濃尾平野 1,490 74 (春日井市)H18 年：約 20％ 平野型 

伊勢平野 1,033 11 － 平野型 

知多半島 256 10 (上水道)22.0％ 平野型 

※面積、市町村数は「日本の地下水」を参考に GIS 上で算出したもの。以下同様。 

 

  



10.地下水情報図集の作成 

10-6 

 

2. 地下水マップ「筑後・佐賀平野地域」 

作成年月日 平成 4年 3月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

筑後・ 

佐賀平野 
1,480 30 

(白石地区)S59 年：71.0％ 

(筑後地区)S59 年：10.2％ 
平野型 

 

   

 

3. 地下水マップ「埼玉・群馬地域」 

作成年月日 平成 8年 3月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

赤城山麓・ 

榛名山麓 
1,146 14 － 火山山麓型 

浅間山麓 612 10 － 火山山麓型 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域)H16 年：2％ 

(栃木県／農業用水)H11 年：28％ 

(小金井市)H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 
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4. 地下水マップ「茨城・栃木地域」 

作成年月日 平成 10 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

那須野原 558 8 － 盆地型 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域)H16 年：2％ 

(栃木県／農業用水)H11 年：28％ 

(小金井市)H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 
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5. 地下水マップ「千葉・東京・神奈川地域」 

作成年月日 平成 10 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域)H16 年：2％ 

(栃木県／農業用水)H11 年：28％ 

(小金井市)H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 

九十九里平野 530 9 (上水道) S58 年：41.9％ 平野型 

養老扇状地 190 10 － 平野型 

相模川 

低地・台地 
510 9 

(神奈川県)H17 年：7.4％ 

(相模平野)S57 年：7.6％ 
平野型 

秦野盆地・ 

大磯丘陵 

(足柄地区含む) 

548 10 
(足柄上地区) H23 年：約 66％ 

(大井町、開成町)：100％ 

盆地型 

丘陵型 

平野型 

三浦半島 86 4 － 丘陵型 
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6. 地下水マップ「新潟地域」 

作成年月日 平成 11 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

新潟平野 1,690 25 (新潟県)H12 年：8.4％ 平野型 

高田平野 271 2 － 平野型 

六日町盆地 280 6 － 盆地型 

十日町盆地 447 4 (上水道)S59 年：86.0％ 盆地型 

妙高山麓 835 11 － 火山山麓型 

東頸城・ 

西山丘陵 
236 5 － 盆地型 

魚沼丘陵 533 7 － 丘陵型 

佐渡ヶ島 286 1 － 
平野型 

丘陵型 

長岡地区 178 1 S59 年：15.7％ 平野型 

南魚沼地区 110 2 S59 年：63.0％ 
平野型 

丘陵型 
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7. 地下水マップ「静岡地域」 

作成年月日 平成 11 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

東富士山麓 337 6 － 火山山麓型 

西富士山麓 253 10 － 火山山麓型 

愛鷹山麓 432 9 － 火山山麓型 
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8. 地下水マップ「富山地域」 

作成年月日 平成 12 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

富山平野 390 16 (富山県)H15 年：3.8％ 平野型 

砺波平野 537  － 平野型 

黒部地区 130  S58 年：44.0％ 平野型 
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9. 地下水マップ「近畿地域（大阪・兵庫）」 

作成年月日 平成 12 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

大阪平野 1,600 87 S58 年：8.6％ 平野型 

播磨平野 811 18 (兵庫県)約 25％ 平野型 

豊岡盆地 43 6 － 盆地型 

丹波高原   (兵庫県)約 25％ 丘陵型 

淡路島 558 3 (兵庫県)約 25％ 盆地型 
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10. 地下水マップ「石川地域」 

作成年月日 平成 13 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

能登半島 1,367 6 － 丘陵型 

七尾平野 15 3 － 平野型 

金沢平野 255 12 S60 年：53.3％ 平野型 

邑知平野 371 6 － 平野型 
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11. 地下水マップ「近畿地域（京都）」 

作成年月日 平成 13 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

京都盆地 310 24 S58 年：24.1％ 盆地型 

亀岡盆地 137 5 － 盆地型 

夜久野高原   － 盆地型 

相楽丘陵   － 盆地型 

 

 

 

  



10.地下水情報図集の作成 

10-15 

 

12. 地下水情報の見える化検討等成果「熊本地区」 

作成年月日 平成 26 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
地形図 

  
陰影図 

  
接峰面図 

  

谷に刻まれた地形を埋めるように、谷の影

響を取り除いた仮想の地形面。浸食された

谷の部分を埋め戻したことになり、地形の

概況を知ることができる。 

基盤地図情報の数値標高モデルを用いて、

地域の陰影図を作成した。山地や平地、盆

地など地形の凹凸が明瞭となる。 

電子国土 WEB システムの地理院地図を地

形図として示した。 
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水系図 

  
流域界図 

  
地質図 

  
地下水盆の基底面等高線図  

地下水盆の形状を形作る岩盤の等高線で

ある基底面等高線を標高で表示した。基底

面等高線は、通常、不透水性の（水を通し

にくい、地下水がほとんど流れない）岩盤

により形成される地層である。 

国立研究開発法人産業技術総合研究所が

発行している「20 万分の 1 日本シームレ

ス地質図」を用い、地域の地質を図示した。 

国土数値情報の河川区域データを用いて、

熊本地域の流域を地形図の上に図示した。 

国土数値情報の河川データを用いて神奈

川県西部地域及び熊本地域の水系を、標高

段彩図の上に示した。 
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重力図 

  
土地利用図 

  
降水量メッシュ図 

  
可能蒸発散量メッシュ図  

地表面および植物等から大気中への水の移
動の総量を蒸発散量と言い、水収支の構成
要素の一つとして取り扱われている。丈の短
い植物で密に覆われた地表面において水不
足がないと仮定した場合に生じる蒸発散量を
可能蒸発散量と言う。湿潤地域での蒸発散
量は可能蒸発散量に近いと言われている。こ
こでは、月平均日照時間と1kmメッシュごとの
月平均気温を用いて、月ごとの蒸発散量を
Thornthwaite 法により算出し合計した値とし
た。 

降水量を 3 次（1km）メッシュ単位で図示

した。熊本地域は全国的にみて降水量が多

く、平野部でも 1,600mm 以上あり、山麓か

ら山地にかけては 2,000mm を超える。 

地域の土地利用状況を把握するために、

100m メッシュ単位で表示した。本検討で

は 1987 年、1991 年、2009 年の 3ヵ年のデ

ータを使用した。土地利用が変化したメッ

シュを抽出し、土地利用の変化状況を図示

した。 

ブーゲー補正値（計測された重力値を実測

等による岩石密度により補正した値）の等

値線図。 
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流量観測所位置図 

  
市町村別揚水量図 

  
比湧出量メッシュ図 

  
井戸位置図  

地下水位等が観測されている井戸の位置

を地形図に図示した。観測井は国や都道府

県、市町村等のものとした。 

比湧出量とは水位変動量に対する揚水量

の割合（揚水量／水位変動量）を示し、あ

る井戸で地下水位を1ｍ低下させる揚水を

1日汲み続けた時の揚水量。比湧出量が高

い場所は地下水を汲んでも水位が下がり

にくい地域であることを示す。計算式は揚

水量（ｍ3/day）÷（自然水位（ｍ）－揚

水水位（ｍ））で単位はｍ3・Day-1・ｍ-1

となる。 

地域における 1km2 あたりの年間の揚水量

（地下水採取量）を市町村ごとに表示し

た。基図は地形図とした。 

流量観測所の位置を主な河川とともに標

高段彩図の上に表示した。また、観測した

流量を河川流出高として示した。 
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地下水位等高線図 

  
地下水盆等に関する図 

  
地下水保全と地下水位に関する図 

  
地下水の水収支に関する図  

地下水の収支状況と収支算出に必要なデ
ータを示した。水収支は市町村単位での算
出が地方公共団体からのニーズとしてあ
ったが、水収支の計算に必要な河川流出高
は特定の流量観測所でのみ得られている
ため、市町村単位に合わせた河川流出高は
現状では得ることができない。揚水量およ
び降水量（1km メッシュ）は地方公共団体
単位で集計することができるため、市町村
域に流入／流出してくる河川流量が計測
できれば地方公共団体ごとの水収支算出
が可能となる。 

地下水関連条例の範囲および水田による

地下水涵養事業地に、土地利用状況の変化

を重ね、2時期の地下水面とともに図示し

た。江津湖西側の平野部では地下水面が上

昇しており、条例による取水規制の効果が

伺える。 

熊本地域における地質、基盤深度、第 1帯

水層の地下水面、観測井など地下水に関す

る基本情報のほか、当該地域の地下水盆に

特徴的な砥川溶岩分布域を表示した。 

地下水面の高さが分かるよう、国や都道府

県、市町村等が整備した地下水位等高線を

地形図（図では改良斜度図）にオーバーレ

イし表示した。 
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13. 地下水情報の見える化検討等成果「神奈川県西部地区」 

作成年月日 平成 26 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
地形図 

  
陰影図 

  
接峰面図 

  

谷に刻まれた地形を埋めるように、谷の影

響を取り除いた仮想の地形面。浸食された

谷の部分を埋め戻したことになり、地形の

概況を知ることができる。 

基盤地図情報の数値標高モデルを用いて、

地域の陰影図を作成した。山地や平地、盆

地など地形の凹凸が明瞭となる。 

電子国土 WEB システムの地理院地図を地

形図として示した。 
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水系図 

  
地質図 

  
地下水盆の基底面等高線図 

  
土地利用図  

地域の土地利用状況を把握するために、

100m メッシュ単位で表示した。本検討で

は 1987 年、1991 年、2009 年の 3ヵ年のデ

ータを使用した。土地利用が変化したメッ

シュを抽出し、土地利用の変化状況を図示

した。 

地下水盆の形状を形作る岩盤の等高線で

ある基底面等高線を標高で表示した。基底

面等高線は、通常、不透水性の（水を通し

にくい、地下水がほとんど流れない）岩盤

により形成される地層である。 

国立研究開発法人産業技術総合研究所が

発行している「20 万分の 1 日本シームレ

ス地質図」を用い、地域の地質を図示した。 

国土数値情報の河川データを用いて神奈

川県西部地域の水系を、標高段彩図の上に

示した。 
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井戸位置図 

  
地下水位等高線図 

  
水質マップ 

  
地下水の環境面における脆弱性に関する図  

DRASTIC（BENNET ら、1987）を用いて秦野

市を対象に地下水質のポテンシャル評価

を試行した。ここでは右表の各データを 3

次（1km）メッシュ単位に整理し評価を試

みた。 

採水地点における水質をヘキサダイヤグ

ラムで示し、合わせて地下水流動を図示し

た。ヘキサダイヤグラムは 3本の水平軸と

1本の垂直軸を設け、垂直軸の左右にそれ

ぞれ陽イオンと陰イオンの濃度を「meq/l」

のスケールでプロットし各点を結んで図

形を作ったものである。この形により各採

水地点における水質の傾向を描写するこ

とが可能となる。 

地下水面の高さが分かるよう、国や都道府

県、市町村等が整備した地下水位等高線を

地形図（図では改良斜度図）にオーバーレ

イし表示した。 

地下水位等が観測されている井戸の位置

を地形図に図示した。観測井は国や都道府

県、市町村等のものとした。 
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地下水の防災利用に関する図 

  
水質メッシュ図 

  
地下水の生態系維持機能に関する図 

  

地下水による生物多様性保全機能といっ

た側面に焦点をあて、地下水の生態系維持

機能の一端を図示した。湧水の位置と湿地

性生物の種数との間に関連性がみられる

箇所がある。 

神奈川県西部地域における電気伝導度の

現状を 3次（1km）メッシュ単位で示す。

参考として地下水流動方向も合わせて図

示する。 

大磯町における防災用井戸の位置と神奈
川県による津波浸水予測図をオーバーレ
イし、防災井戸の位置と津波予想浸水深と
の関係を表示した。大磯町指定の防災井戸
は最大の津波が予測される慶長型地震で
も浸水範囲外に位置していることがわか
った。また、防災用井戸を中心に円を描き、
市内における防災用井戸の分布状況を把
握する目安とした。ここでは仮に半径500m
とした。 
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14. 地下水情報の見える化検討等成果「熊本地区（阿蘇含む）」 

作成年月日 平成 27 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
水理地質 

  
地下水位と土地利用変化 

  
くらしの中の地下水 

  

市街地における井戸の分布を掘削年区分
ごとに示す。電子データとして井戸台帳に
まとめられている井戸だけで 4,428 本存
在する。 
高度経済成長期に掘削された井戸は1,307
井（掘削年代不明の井戸を除いたうちの
44％）であった。1975 年以降の昭和期（14
年間）にも 803 の井戸が、平成元年以降の
26 年間でも 875 の井戸が掘削されている
が、井戸の掘削数は高度経済成長期に比べ
減少傾向にあると考えられる。 

地下水揚水量が全体的に減少する中で地
下水位が低下しており、土地利用変化に伴
う地下への降雨の浸透量減少が、一つの要
因としてクローズアップされている。阿蘇
地域（阿蘇市内）では、1993 年から 2013 
年の間に全体的に地下水面の低下がみら
れる。豊肥本線の沿線や内牧地区で水田の
宅地化が進行していることが図面から把
握できる。 

地下水の流れは、阿蘇外輪山の北側～西側～南側

に分布する火山岩類により、阿蘇カルデラ内と阿

蘇西麓から熊本平野までの二つに分かれている。

阿蘇カルデラ内では、降雨がいったん地下へ浸透

したあと、湧水等を通じてカルデラ内の河川へ流

出する。表流水となった地下水は白川を通じて、

外輪山の西側へ流下する。白川中流域と呼ばれる

大津町、菊陽町、益城町付近の台地部で地下へ浸

透し、熊本市方面に流れ出す。阿蘇地域と熊本地

域は地下水と白川の流れを通じて一つの水循環

経路を形成していると言える。 
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洪水発生時における上水道リスク評価マップ 

  
地下水関連観光図 

  
地域産業に寄与する地下水 

  

熊本地域で営まれている産業のうち、地下
水との関連性が深いと考えられるものを
抽出して図示した。37 ある製造所等のう
ち 23（全体の 88.0％）は 200m3/day/m 以
上の比湧出量がある地域に存在すること
がわかった。 
熊本地域の地下水は、地域の食品業や温泉
業を支える重要な郷土資源の一つと考え
られる。 

熊本・阿蘇地域の観光地を地下水に関連したもの

と関連していないもの、自然的な観光地とそうで

ないものに区分して、地形が把握しやすいベース

マップに図示した。阿蘇の内輪山や、外輪山西麓、

江津湖周辺に地下水に関連する観光地が多くみら

れる。これらは熊本・阿蘇地域で地下水が豊富に

湧出するエリアにあたる。また、南方の緑川沿い

の地域や菊池川流域にあたる熊本市北部地域、金

峰山の山麓にも多くの湧水がみられる。熊本・阿

蘇地域では、地下水が観光地を形成する一要素と

して、重要な位置を占めていることが把握できる。 

2014 年（平成 26 年）8月高知県四万十町の窪川

浄水場が、大雨により冠水し機能不全が発生した

ことを踏まえ、水源池及び配水池等上水道施設の

位置を、洪水浸水想定区域とともに図示した。熊

本地域には、位置が公開されている上水道施設が

197 箇所ある（菊池市、御船町、嘉島町、益城町、

甲佐町は除く）。そのうち、187 箇所は県区間の浸

水想定区域外に位置している。 

熊本市では地下水を利用できる防災公園を浸水

想定区域外に 10 箇所整備している。上水道の機

能不全等緊急時の利用が可能と考えられる。 
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15. 地下水情報の見える化検討等成果「大野地区」 

作成年月日 平成 27 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
大野地区の水理地質 

  
地下水位と地下水保全 

  
くらしの中の井戸 

  

市街地における井戸の分布を掘削年区分ごとに

示す。電子データとして井戸台帳にまとめられて

いる井戸だけで8,163本存在する。企業等所有の

井戸も台帳には含まれるものの、世帯数の約70％

が井戸を所有する計算になる（2014年《平成26年》

12月1日現在；11,757世帯数）。 

大野市では、1950年代以降の安定成長期に井戸が

多く掘削されている（図中の折れ線グラフ参照）。

市街地縁辺部では特定の地域で同一年に井戸が

掘削されており、宅地造成に伴う地下水利用の拡

大が考えられる。 

2003年（平成15年）6月の地下水位は2008

年（平成20年）と比較するとほとんど差が

なかったため、ここでは図示しなかった。

1997年（平成9年）から2009年（平成21年）

にかけての土地利用変化をみると、水田の

宅地化が多くの箇所で認められる。また、

水田から畑作等への転作や森林の宅地化

がみられる地域もあることがわかる。これ

らの土地利用変化から涵養域面積の減少

が推測される。 

山地に降った雨は、宝慶寺断層の存在によ

り、真名川を通じて大野盆地に流下する。

真名川東岸に存在する難透水層と宝慶寺

断層に囲まれた地域に良好な帯水層が形

成されており、流下した水は盆地内の地下

水を涵養するとともに、下流の河川にも流

出する。 
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洪水発生時における上水道リスク評価マップ 

  
地下水質マップ 

  
地下水観光関連図 

  
地域産業に寄与する地下水 

  

大野市内で営まれている産業のうち、地下

水との関連性が深いと考えられるものを

抽出して図示した。 

37ある製造所のうち23製造所は

200m3/day/m以上の比湧出量がある地域に

存在することがわかった。大野市では、古

くから地下水を生かした繊維業や酒・味

噌・醤油などの食品加工業が盛んであり、

良質な地下水の保全はこれら特産品の継

承や発展につながるものと考えられる。 

大野市内の観光地を図示した。 

パンフレットやホームページなどに掲載

されている77箇所の観光地のうち、29箇所

が地下水と関連のある観光地であった。そ

の多くは良好な帯水層が形成されている

真名川・清滝川・赤根川流域に存在するこ

とがわかった。大野市内では、地下水が観

光地を形成する一要素として、重要な位置

を占めていることが把握できる。 

平成25年6月の硝酸態窒素および亜硝酸態

窒素濃度を内挿補間し、10mメッシュデー

タで表示した。参考として地下水の流動方

向も合わせて図示した。 

市街地の中心部と九頭竜川沿いでは他の

エリアに比べ、硝酸態および亜硝酸態窒素

濃度が2.0kg/l以上と高い地域が一部みら

れる。一方で硝酸態窒素濃度の経年変化を

みると、微増傾向がみられる地域があり、

今後の動向を注視する必要がある。 

取水施設および送水・配水施設等の位置

を、洪水浸水想定区域とともに図示した。 

真名川西岸にある15の取水施設のうち、6

箇所が浸水想定区域内に位置しているこ

とがわかった。大野市の世帯数の約70％が

井戸を所有しており（図3）、人口100人あ

たり約24.5個の井戸を持つことから、上水

道施設の機能が失われた際も、洪水の影響

が地下水へ及ぶまでの一定期間内であれ

ば地下水の利用は可能と考えられる。 
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地下水と都市の発展に関する図 

  
地下水と降雪 

  
地下水観測井の地下水位観測情報 

  

観測井の中で、天神町観測井や春日公園観

測井などの１６ヵ所の観測井は、大野市が

市民にお願いして、毎日手計りで地下水位

を計測し、水位を表示板に掲示している。

これらの１６ヵ所の観測井を「簡易観測

井」と呼ぶ。 

地下水位の年変動は、大野盆地、神奈川県

西部地域ともに、夏季に上昇し、冬季に低

下する傾向を示す。 

「越前おおの湧水文化再生計画」による

と、『消雪用、上水道、建築物用の揚水量

が急激に増加しており、消雪に利用してい

ると考えられる』、『降雪時に地下水が、

急激に下がる傾向にある』と記載があり、

大野市では冬季における地下水位の低下

が懸念事項となっている。 

越前大野城に接し比較的地下水利用に適

していた地域に形成された城下町は、明治

時代から昭和の前半期にかけて若干の拡

大がみられたにすぎなかったが、高度経済

成長時代以降は国道などの幹線道路沿い

を中心に大きく拡大した。 

本図により、江戸期の市街地からみて、比

湧出量の多い地域は北～東側で、比湧出量

が少ないのは西～南側であることがわか

った。 
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16. 地下水情報の見える化検討等成果「甲府地区」 

作成年月日 平成 28 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
甲府地区の地形 

  
甲府地区の地質 

  
甲府地区の降水量 

  

・ 釜無川および笛吹川沿いの標高の低地

部では降水量が少ない 

・ 山地の降水量は低地に比べ多い 

・ 甲府市の年平均降水量は1135.2mm

（1980～2010の平均） 

・ 関東山地・赤石山地は主として中古生層

の堆積岩で構成されている 

・ 御坂、巨摩、丹波山塊および富士川沿岸

の山地や相模川左岸の山地を構成する

地質は第三紀層の堆積岩等である 

・ 小御岳火山、古富士火山および黒富士・

八ヶ岳などは、陸上の火山岩類である 

・ 盆地内や周辺の丘陵は第四紀に堆積し

た 

・ 北部に八ヶ岳などの火山群、南部には富

士火山がある 

・ 南アルプス連峰、八ヶ岳山麓のほか台地

や丘陵、渓谷等複雑な地形がある 

・ 八ヶ岳の火砕流堆積物が形成する急崖

が釜無川左岸に見られる 

・ 河川浸食により形成された急崖が多い 

・ 甲府盆地は大量の土砂流出により形成さ

れた扇状地である 
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甲府地区の地下水地形 

  
水がめとしての山梨県 

  
地下水位の変遷と土地利用 

  
湧水・渓谷・温泉が豊かな「甲府盆地」 

  

甲府盆地には多くの観光地があるが、と

りわけ、湧水、滝や渓谷、温泉、河川公園・

親水公園など「水」と関係の深いものが多

くみられる。それらは、甲府駅や小淵沢イ

ンターチェンジなど観光の拠点に近いもの

も多いほか、北杜市や甲州市の山麓から丘

陵地にかけてもいくつか存在する。本マッ

プを観光資源のブランド力向上に資する資

料として利活用が可能と考えられる。 

甲府盆地における地下水位は、ほとんどの

観測井で変化がない。地下水の資源量には、

降水量の減少傾向や土地利用変化に伴う涵養

面積の縮小など低下の要因があるものの、工

業用水の使用量が減少傾向にあるため、相殺

されている可能性がある。 

地下水の総合的なマネジメントのために

は、揚水規制や土地・開発規制のみならず、

降水の地下浸透を増大させるような土地利

用誘導や透水性を高める事業が期待される。 

甲府盆地には、釜無川および笛吹川の河川水

と盆地の地下を流れる地下水があり、人々の

生活や産業に利用される貴重な水資源とな

っている。釜無川は笛吹川と合流したのち富

士川と名前を変えて静岡県を流下し、周辺の

地下水とともに、主に東駿河湾地区の工業用

水等として利用されている。山梨県内全体に

視点を広げると、多摩川や相模川などの河川

の上流域は山梨県内に位置し、山梨県はそれ

ぞれの河川の重要な水源となっている。 

・ 甲府盆地の地下水面は、釜無川に沿った

形で傾斜している 

・ 地下水位等高線は、盆地内では緩やか

な傾斜を示すが、西部では地形の傾斜と

ともに急になる 

・ 盆地中央部で標高約 250m、東部では標

高約 400m、南部では標高約 300m である 
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地下水を保全・利用するためのルール 

  
地下水の動きの理解向上 

  
甲府盆地の地下水モニタリング状況 

  
地下水資源の豊かさと地域産業の関係 

  

地下水と関連性が深いと思われる産業

を、地下水の豊かさを示す比湧出量区分図

に重ね、地域の産業と地下水の利用のしや

すさとの関連を示した図案。古くから存在

する酒造や水質の安定した水を必要とす

る機械電子産業は、地下水が豊かなエリア

に立地している。 

地方公共団体による観測井を示した図

案。観測井の多くは甲府盆地中央部に設置

されている。 

甲府盆地内の地下水の流跡線を、地下水

位等高線、観測井、河川とともに示した図

案。地下水が、甲府盆地を囲む山々から釜

無川や笛吹川に向かって流れていること

がわかる。流跡線が点線で表示されている

山頂付近は、地下水の動き（流速）が早い

ことを示している。 

甲府盆地では山梨県内で県および市町

村の 8条例が、長野県内で県および市町村

の 5条例が制定されていて、盆地内の位置

や水利用の状況によって、利用箇所におけ

る規制（利用先型）、地下水の供給源での

規制（水源地型）の条例が定められている。

これらの条例を分かりやすく示すために、

地方公共団体ごとに色分けして図示した。 
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防災用井戸の可用性について 

  
果樹園（ブドウ・桃・スモモ等）と地形との関係 

  

甲府盆地で名高いブドウや桃、スモモなど

の果樹栽培と水田の位置と地形との関係

を示した図案。水田は北杜市を除くと概ね

低地に存在する一方、果樹園は山地から低

地にかけての山麓や台地上に多い。水の得

やすさにより、作る農産物を分けているこ

とがわかる。甲府盆地では、果樹園と地下

水との相関が明確でなかったが、他地域で

は地下水との相関が得られる可能性があ

る。 

防災用井戸（甲府市のみ）と洪水親水想

定区域を重ね、洪水時における防災用井戸

の有用性を示した図案。合わせて、避難場

所等の位置も重ねた。甲府市に設置されて

いる防災用井戸は、洪水時または土砂災害

時の緊急水源としての役割を担っている。 
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17. 地下水情報の見える化検討等成果「別府地区」 

作成年月日 平成 28 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
別府地区の地形 

  
別府地区の地質 

  
温泉熱温度図 

別府地区における温泉は鶴見岳・伽藍岳の東麓

に形成された扇状地の南北端に多い。また、北端

には鉄輪断層が、南端には堀田断層、朝見川断層

があり、断層に沿って温泉の温度や地下の温度が

高い地域が分布している。この図からは、鶴見

岳・伽藍岳などの火山の地下で温められた高温の

温泉水が、断層を中心に流下して海側に流れてい

ることが読み取れる。なお、これらの高温の温泉

地帯には明礬温泉や鉄輪温泉、堀田温泉、観海寺

温泉などの「別府八湯」が分布している。 

別府地区の地質は、第四紀（現在から約

260 万年間）の火山活動によって形成され

ており、現在も鶴見
つるみ

岳
だけ

・伽藍
がらん

岳
だけ

・由布岳の

活火山の活動が継続している。これらの火

山活動は、火砕流や土石流を伴い、坂道の

多い別府扇状地の景観を形成している。 

別府地区の地形は、南北方向の海岸、西方

に連なる鶴見岳（1,375m）を中心とした

山々、それらをつなぐ扇状地で特徴づけら

れている。扇状地の南側には比較的平坦な

山が連なり、扇状地との境には断層があ

る。また、扇状地の北側には丘陵がひろが

り、丘陵との境界付近にも断層が推定され

ている。なお、扇状地の南北には断層に沿

って四湯ずつ別府八湯（後述）の温泉が分

布している。 
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別府八湯の特徴 

  
別府市内における温泉数の変遷と地域の発展 

  
地域文化である温泉を楽しみながら地質が学べるマップ 

  

別府地区では、1965 年（昭和 40 年）に観光客

数の約２割を占めていた修学旅行客数が、2013

年（平成 25 年）には 0.3％にまで低下している。

これは、1988 年（同 63 年）以降、修学旅行先が

沖縄や海外にとって代わった影響が大きく、修学

旅行客の回復は地域の大きな課題と言われてい

る。そこで、今日の修学旅行には、地域の伝統・

文化・歴史・産業等を機軸とした学習素材の開発

が重要な鍵を握っていると言われていることか

ら、専門家により実施されているジオサイトツア

ーのコースについて図面化した。 

別府地区では、江戸時代末期以降の百数
十年間に様々な変化を経て現在の姿にな
っている。ここでは、別府市誌を参考に、
明治期以降を「1900 年～1925 年」（明治
33年～大正 14年）、「1926 年～1950 年」（大
正 15 年～昭和 25 年）、「1951 年～1975 年」
（昭和 26 年～昭和 50 年）、「1975 年～現
在」（昭和 51 年～現在）の４つに区分した
上で、温泉の掘削年や時代ごとのインフラ
の整備状況や観光イベント等を図示した。 

日本全国では観光立国、観光立県を目指し、国

や地方公共団体が観光関連の施策を推進してお

り、地域再生の手段の一つとして観光への注目度

が高まりつつある。 

これに呼応するように、別府地区でも郷土資源

の一つである温泉を中心に観光客の誘致に力を

注いでいる。 

とりわけ、様々な泉質を有する別府八湯は、そ

れぞれの性格を明確にして差別化を図りながら

共生する道を模索している。ここでは、別府八湯

の概略や主要交通路、ターミナルからの距離等を

図案化した。 
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18. 地下水情報の見える化検討等成果「西条地区」 

作成年月日 平成 29 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
西条地区の地形 

  
西条地区の地質 

  
西条地区の断層 

  
上空から見た周桑平野 

  

周桑平野の南の山際には、小松断層、川上

断層が走っています。 

「周 桑
しゅうそう

平野」と「西条平野」の丘陵地と

の境には、川上断層、小松断層、岡村断層

の活断層がある。 

西条地区は、世界最大級の活断層帯
かつだんそうたい

であ

る中央構造線の北側に位置し、平野は豊か

な地下水を貯留できる 沖
ちゅう

積層
せきそう

が広がる。 

西条市は北に瀬戸内海、南に四国山脈がそ

びえ、海岸沿いには「周 桑
しゅうそう

平野」と「西

条平野」が広がっている。 
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上空から見た西条平野 

  
周桑平野の水の動き 

  
西条平野の水の動き 

  
降水量 

  

西条地区は、瀬戸内海式気候に属し、四季

を通じて晴天が多く、全国平均からみて降水

量が少ない。 

西条平野の水の動きを３Ｄイラストで示

した。 

周桑平野の水の動きを３Ｄイラストで示

した。 

周桑平野の南の山際には岡村断層が走っ

ている。 



10.地下水情報図集の作成 

10-37 

 

  
地下水位 

  
石鎚山から流れる地下水 

  
石鎚山、弘法水、香園寺・・・；西条市の観光スポット 

  
希少生物の棲息地を支える湧水 

  

西条平野には河川沿いを中心に多数の湧

水が存在し、様々な生物が生育生息してい

る。 

西条市は、水・温泉・海・山・緑・食・文

化等に恵まれた観光都市。 

甲府盆地における地下水位は、ほとんどの

観測井で変化がない。地下水の資源量には、

降水量の減少傾向や土地利用変化に伴う涵養

面積の縮小など低下の要因があるものの、工

業用水の使用量が減少傾向にあるため、相殺

されている可能性がある。 

地下水の総合的なマネジメントのために

は、揚水規制や土地・開発規制のみならず、

降水の地下浸透を増大させるような土地利

用誘導や透水性を高める事業が期待される。 

西条地区はどこの地下水が高く、圧力の大

きいところはどこか。 
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西条市の農作物と地下水 

  
「地名にみる」水と西条の関わり（約90年前(1929(昭4)年)当時の地図から） 

  
雨の変化に強い西条地区 

  
西条地区のうちぬき・いずん掘り 

  

西条地区では時代の水需要に応じ、地域の

特性を生かした様々な方法で水の手当てを

行っており、それらが現在の地域の産業や生

活の成り立ちに関わっている。 

渇水に見舞われやすい四国の中で、地下水

の豊富な西条市は、取水制限の可能性が低

い。 

・ 豊かな自然に囲まれ起伏に富む地形を 

もつ我が国には様々な地名がある 

・ 地名は昔の暮しの営みを伝える重要な 

意味をもっていると考えられる 

・ 柳田國男全集等の資料を元に、昭和 4

年の 5万分の 1地形図と平成 28年の地

理院地図から西条地区における地下水

や水に関わりのある地名を抽出した 

水不足が懸念される四国の中で、西条地区

は地下水や沢水を利用した農業が盛んに行

われている。 
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西条地区の地下水を利用した農業 

  

西条平野・新居浜平野では、農業用地下水

が全国的にみて高い割合で利用されている。 
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19. 地下水情報の見える化検討等成果「都城地区」 

作成年月日 平成 29 年 3 月 作成者 国土交通省 国土政策局 国土情報課 

 

  
都城地区の地形 

  
都城地区の地質 

  
都城地区の降水量 

  

台風が通りやすく、東西を山に囲まれてい

るため、全国的にみても雨が多い。また、

霧も発生しやすい。 

西側は火山灰の台地が広がり、東側は古い

地層でできた山地と水はけの良い扇状地。 

北西の霧 島
きりしま

火山、南東の鰐 塚
わにつか

山地には

さまれた、南北に長い盆地。 
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都城地区の地下水位 

  
都城盆地の水の動き 

  
古代日向神話から引き継がれる生活と水との関わり 

  
湧水と神社・名勝などの関わり 

  

生活を支える水は太古の昔から人に大切に

され、信仰されてきた。 

遺跡から見る湧水と生活の変遷。 

都城盆地の水の動きを３Ｄイラストで示し

た。 

地下水は「浅い層」と「深い層」の二層で成り

立っており、川と同様に東・南・西から盆地へ

流れ込み、北方向へ流れ出る。 



10.地下水情報図集の作成 

10-42 

 

  
大淀川水系中流域に見られる生物 

  
豊かな産業を育む都城の地下水 

  

地下水は市街地にも豊富にあり、これを活

かした産業が行われている。 

全国で珍しくなったホタルやサワガニ、メ

ダカが湧水に棲む。 
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20. 日本水理地質図「木曾川左岸・矢作川・豊川流域」 

 

作成年 昭和36年 作成者 工業技術院地質調査所 

【概要】 

・ 平野・盆地の水資源の利用や地層中の水の移動を明ら

かにすることを目的に作られた地質図 

・ 日本全国の 41 箇所を対象に作成されている 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

豊橋平野 198 6 S58 年：34.9％ 平野型 

岡崎平野 425 14 
(豊田市) 

H19 年：16.6％ 
平野型 

濃尾平野 1,490 74 
(春日井市) 

H18 年：約 20％ 
平野型 

知多半島 256 10 
(上水道) 

22.0％ 
平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

21. 日本水理地質図「関東平野中央部」 

 

作成年 昭和37年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域) 

H16 年：2％ 

(栃木県 

／農業用水) 

H11 年：28％ 

(小金井市) 

H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 

 

 

 

 

22. 日本水理地質図「関東平野西南部」 

 

作成年 昭和37年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域) 

H16 年：2％ 

(栃木県 

／農業用水) 

H11 年：28％ 

(小金井市) 

H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 
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23. 日本水理地質図「釜無川および笛吹川流域」 

 

作成年 昭和38年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

甲府盆地 189 14 S55 年：15.1％ 盆地型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

24. 日本水理地質図「香東川・土器川および財田川流域」 

 

作成年 昭和39年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

丸亀平野 158 9 － 平野型 

三豊平野 223 6 － 平野型 

高松平野 179 4 
（高松市） 

H13 年：2.0％ 
平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

25. 日本水理地質図「愛媛県金生川・加茂川・中山川および重信川流域」 

 

作成年 昭和39年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

新居浜・

今治平野 
546 4 － 平野型 

松山平野 170 5 
S58 年度： 

42.0％ 
平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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26. 日本水理地質図「千葉県西部」 

 

作成年 昭和39年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域) 

H16 年：2％ 

(栃木県 

／農業用水) 

H11 年：28％ 

(小金井市) 

H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 

養老 

扇状地 
190 10 － 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

27. 日本水理地質図「奈良県大和川流域」 

 

作成年 昭和40年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

奈良盆地 452 18 S58 年：28.9％ 盆地型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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28. 日本水理地質図「多摩川右岸・相模川および酒勾川流域」 

 

作成年 昭和40年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域) 

H16 年：2％ 

(栃木県 

／農業用水) 

H11 年：28％ 

(小金井市) 

H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 

相模川 

低地・ 

台地 

510 9 

 (神奈川県) 

H17 年：7.4％ 

 (相模平野) 

S57 年：7.6％ 

平野型 

秦野盆地 

・ 

大磯丘陵 

(足柄地区

含む) 

548 10 

(足柄上地区) 

H23 年：約 66％ 

（大井町） 

（開成町） 

100％ 

盆地型 

丘陵型 

平野型 

三浦半島 86 4 － 丘陵型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

29. 日本水理地質図「関東平野北西部（赤城山・榛名山を中心として）」 

 

作成年 昭和41年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

赤城山麓 

・ 

榛名山麓 

1,146 14 － 
平野型 

丘陵型 

関東平野 13,300 241 

(鶴見川流域) 

H16 年：2％ 

(栃木県 

／農業用水) 

H11 年：28％ 

(小金井市) 

H17 年：約 70％ 

平野型 

丘陵型 
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30. 日本水理地質図「長野県松本盆地」 

 

作成年 昭和41年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

松本盆地 494 11 
（上水道） 

S60 年：43.0％ 
盆地型 

 

 

 

 

 

 

 

31. 日本水理地質図「兵庫県南西部地域」 

 

作成年 昭和42年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

播磨平野 811 18 
（兵庫県） 

約 25％ 
平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

32. 日本水理地質図「佐賀・福岡県筑後川中流域」 

 

作成年 昭和42年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

筑後・ 

佐賀平野 
1,480 30 

（白石地区） 

S59 年：71.0％ 

（筑後地区） 

S59 年：10.2％ 

平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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33. 日本水理地質図「富士山域」 

 

作成年 昭和42年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

東富士 

山麓 
337 6 － 

火山 

山麓型 

西富士 

山麓 
253 10 － 

火山 

山麓型 

 

 

 

 

 

 

 

34. 日本水理地質図「都城盆地」 

 

作成年 昭和43年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

都城盆地 358 6 S58 年：91.0％ 盆地型 

 

 

 

 

 

35. 日本水理地質図「仙台湾臨海地域」 

 

作成年 昭和43年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

仙台平野 

北部 
2,420 35 

（宮城県） 

H12 年：2％ 
平野型 

仙台平野 

南部 
371   平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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36. 日本水理地質図「高知県鏡川・国分川および物部川流域」 

 

作成年 昭和43年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

高知平野 126 6 
（都市部） 

S53 年：29.3％ 
平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

37. 日本水理地質図「福岡・大分県山国川および駅館川流域」 

 

作成年 昭和44年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

中津平野 486 11 － 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

38. 日本水理地質図「熊本県白川および黒川流域」 

 

作成年 昭和45年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

阿蘇山麓 237 4 － 
カルデラ 

型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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39. 日本水理地質図「鳥取県日野川右岸流域」 

 

作成年 昭和46年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

米子平野 93 5 

（米子市） 

S58 年：36.4％ 

（日吉津町） 

S52 年：100％ 

平野型 

大山山麓 943 10 － 
火山 

山麓型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

40. 日本水理地質図「福岡県矢部川中流域」 

 

作成年 昭和46年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

筑紫平野 1,480 30 － 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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41. 日本水理地質図「山梨・長野県釜無川上流域」 

 

作成年 昭和48年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

八ヶ岳 

山麓 
1,460 18 － 

火山 

山麓型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42. 日本水理地質図「長野・群馬県湯川および吾妻川上流域」 

 

作成年 昭和49年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

浅間山麓 612 10 － 
火山 

山麓型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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43. 日本水理地質図「長野県千曲川中流域」 

 

作成年 昭和49年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

上田盆地 108 3 
（上水道） 

S60 年：11.0％ 
盆地型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

44. 日本水理地質図「島原半島」 

 

作成年 昭和50年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

雲仙山麓 108 1 － 
火山 

山麓型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

45. 日本水理地質図「長崎県諌早・北高地区」 

 

作成年 昭和53年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

多良岳 

周辺 
660 4 － 

火山 

山麓型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

  



10.地下水情報図集の作成 

10-53 

 

46. 日本水理地質図「長野県上川・柳川および宮川流域」 

 

作成年 昭和53年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

諏訪盆地 45 3 － 盆地型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47. 日本水理地質図「福島県郡山盆地」 

 

作成年 昭和53年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

郡山盆地 305 3 

（郡山市 

／工業用水） 

S59 年：8.4％ 

盆地型 
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48. 日本水理地質図「福島県福島盆地」 

 

作成年 昭和54年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

福島盆地 230 6 
（上水道） 

S59 年：26.4％ 
盆地型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49. 日本水理地質図「山梨県甲府盆地」 

 

作成年 昭和55年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

甲府盆地 189 14 S55 年：15.1％ 盆地型 
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50. 日本水理地質図「長野県千曲川及び犀川流域」 

 

作成年 昭和56年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

長野盆地 330 13 
（上水道） 

S60 年：31.0％ 
盆地型 

 

 

 

 

 

 

 

 

51. 日本水理地質図「新潟県高田平野」 

 

作成年 昭和57年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

高田平野 271 2 － 平野型 

 

 

 

 

 

 

 

 

52. 日本水理地質図「徳島県吉野川下流域」 

 

作成年 昭和58年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

徳島平野 388 17 S59 年：45.5％ 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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53. 日本水理地質図「徳島県那賀川下流域」 

 

作成年 昭和59年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

那賀川 

下流 
84 2 

（阿南市・ 

那賀川町・ 

羽ノ浦町 

／上水道） 

S59 年：100％ 

平野型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54. 日本水理地質図「長野県伊那谷地域」 

 

作成年 昭和59年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

伊那盆地 903 12 － 盆地型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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55. 日本水理地質図「静岡県天竜川下流域」 

 

作成年 昭和59年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

遠州地区 730 12 S58 年：40.0％ 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

56. 日本水理地質図「静岡県大井川下流域」 

 

作成年 昭和60年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

大井川 

地区 
175 6 S58 年：35.0％ 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57. 日本水理地質図「静岡県安倍川下流域」 

 

作成年 昭和61年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

静岡・ 

清水地区 
113 6 

（静岡市） 

S58 年：55.7％ 

（清水市） 

S58 年：19.1％ 

平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 
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58. 日本水理地質図「福井県敦賀平野」 

 

作成年 平成元年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

若狭湾 

沿岸平野 
371 5 － 平野型 

※地下水盆地域は、当該図に含まれる地域を対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

59. 日本水理地質図「山形県米沢盆地南部」 

 

作成年 平成 5年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

米沢盆地 266 10 
（上水道） 

S59 年：13.1％ 
盆地型 
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60. 日本水理地質図「鹿児島県奄美諸島」 

 

作成年 平成10年 作成者 工業技術院地質調査所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

喜界島 57 8 － 
石灰岩 

台地型 

徳之島 250 1 － 
石灰岩 

台地型 

沖永良部

島 
94 2 － 

石灰岩 

台地型 

与論島 21 1 － 
石灰岩 

台地型 

 

 

 

 

 

 

 

61. 水文環境図「仙台平野」 

 

作成年月日 平成 28 年（改） 作成者 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

仙台平野北部 2,420 35 （宮城県）H12 年：2％ 平野型 

仙台平野南部 371   平野型 

 

 

62. 水文環境図「秋田平野」 

 

作成年月日 平成 28 年（改） 作成者 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地下水盆 

地  域 
面積（ｋ㎡） 市町村数 地下水依存度 地形タイプ 

秋田平野 251 3 （上水道）2.2％ 平野型 

 

  



 

63. 水文

 

作成年 

地下水盆

地  域

関東平野

※図面出典

 

 

64. 水文

 

作成年

地下水

地  

濃尾平

 

 

65. 水文

 

作成年

地下水

地  

筑紫平

 

 

文環境図「関

平成17年 

盆 

域 

面積 

(ｋ㎡) 

野 13,300 

典：国立研究

文環境図「濃

年月日 

水盆 

域 
面積

平野 

文環境図「筑

年月日 

水盆 

域 
面積

平野 

関東平野」 

作成者 

市町村数 

241 

開発法人産業

濃尾平野」 

平成 28 年

積（ｋ㎡） 

1,490 

筑紫平野」 

平成 28 年

積（ｋ㎡） 

1,480 

 

国立研究

産業技術総

地下水 

依存度 

(鶴見川流域

H16 年：2％

(栃木県 

／農業用水)

H11 年：28％

(小金井市)

H17 年：約 70

技術総合研究

年（改） 

市町村数 

74 

年（改） 

市町村数 

30 
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究開発法人 

総合研究所 

地形 

タイプ 

域) 

％ 

) 

％ 

 

％ 

平野型 

丘陵型 

所 HP 

作成者

（春日

作成者

者 国立研

地下水依存度

井市）H18 年

者 国立研

地下水依存度

－ 

10.地

研究開発法人産

度 

：約 20％ 

研究開発法人産

度 

地下水情報図集

産業技術総合研

地形タ

平野型

産業技術総合研

地形タ

平野型

図集の作成 

研究所 

イプ 

型 

研究所 

イプ 

型 



 

66. 水文

 

作成年 

地下水盆

地  域

山形盆地

※図面出典

 

 

 

 

 

 

 

67. 水文

 

作成年 

地下水盆

地  域

熊本平野

(阿蘇西麓

を含む)

阿蘇山麓

※地下水

※図面出典

 

 

68. 水文

 

作成年

地下水

地  

石狩平

 

文環境図「山

平成28年 

（改） 

盆 

域 

面積 

(ｋ㎡) 

地 413 

典：国立研究

（2010 年

文環境図「熊

平成26年 

盆 

域 

面積 

(ｋ㎡) 

野 

麓 

) 

1,041 

麓 237 

盆地域は、当

典：国立研究

文環境図「石

年月日 

水盆 

域 
面積

平野 

山形盆地」 

作成者 

市町村数 

10 

開発法人産業

年改訂前） 

熊本地域」 

作成者 

市町村数 

12 

4 

該図に含まれ

開発法人産業

石狩平野」 

平成 2

積（ｋ㎡） 

2,100 

 

国立研究

産業技術総

地下水 

依存度 

（上水道）

S59 年：26.0

技術総合研究

国立研究

産業技術総

地下水 

依存度 

（熊本県）

H20 年：約 80

（熊本市 

／上水道）

H20 年：100％

－ 

る地域を対象

技術総合研究

27 年 

市町村数 

37 
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究開発法人 

総合研究所 

地形 

タイプ 

 

％ 
盆地型 

所 HP 

究開発法人 

総合研究所 

地形 

タイプ 

 

％ 

 

％ 

平野型 
 

火山山

麓型 
 

火砕流 

台地型 

カルデラ

型 

とした。 

所 HP 

作成者

 

者 国立研

地下水依存度

S58 年：2.1％

10.地

研究開発法人産

度 

％ 

地下水情報図集

産業技術総合研

地形タ

平野型

火砕流台

図集の作成 

研究所 

イプ 

型 

台地型 
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69. 水文環境図「富士山」 

 

作成年 平成28年 作成者 
国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

地下水盆 

地  域 

面積 

(ｋ㎡) 
市町村数 

地下水 

依存度 

地形 

タイプ 

東富士 

山麓 
337 6 － 

火山 

山麓型 

西富士 

山麓 
253 10 － 

火山 

山麓型 

※図面出典：国立研究開発法人産業技術総合研究所 HP 
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11． 今後の検討 

11.1  地下水調査の次の目標（中長期的テーマ） 

地下水調査の次の目標を以下に示す。 

 

① 地下水情報を継続的に収集・保管・管理・利活用推進できるしくみづくり 

② 国以外の主体による地下水調査の振興 

③ GIS を活用した地下水情報のデータベース化 

④ ホームページ等を通じたデータベースのオープンアクセス化 

⑤ クラウド化によるリアルタイムデータの収集と発信 

⑥ 膨大な量にのぼる既存資料の救済（収集と保存） 

⑦ 地下水情報のビッグデータ化（情報解析と新たな知見の習得） 

⑧ 全国地下水資料台帳の精査（古いデータのスクリーニング） 

⑨ 日本全国の地下水盆カタログ（仮名）の作成 

⑩ 地下水学会や国立研究開発法人産業技術総合研究所等との協働 

⑪ 第７次国土調査事業十箇年計画への地下水調査の組み入れ 

⑫ 地下水情報をきっかけとした良好な水循環社会の実現と地域の持続や発展に寄与するし

くみづくり 

⑬ 各地域の専門家（ホームドクター）に関する情報収集 

⑭ ヘルプデスク・講師派遣などの仕組み検討 

⑮ 海外における地下水情報の蓄積等に関する情報収集 

 

11.2  次年度に向けて取り組むべきテーマ 

平成 25 年度～平成 28 年度業務を通じて、図面化・簿冊化を通じた課題のとりまとめや準則案

の作成、地下水情報の利活用方法の検討など実施してきた。次年度に取り組むべきテーマを以下

に示す。 

 

① 地下水関連商品のブランド化などを通じて地方創生を行いたいと考えている地域の探索 

② パイロット地区における図面及び簿冊の作成を通じた作業要領案の精緻化 

③ 地下水学会等での図面説明会の実施 

④ 地下水調査担い手候補探し 

⑤ 北日本のパイロット地区 
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本業務でご協力いただいた有識者・機関等（敬称略・個人名は五十音順） 

 

【西条地区】 

・ 塩出 一峻 西条市 農林水産部 農業水産課 

・ 谷口 真人 大学共同利用機関法人 総合地球環境学研究所 研究部 教授 

・ 玉井 雅人 一般社団法人 西条市観光物産協会 事務局長 

・ 徳増 実 西条市 生活環境部 環境衛生課長 兼 ひうちクリーンセンター所長 

・ 長谷川 稔 西条市農業協同組合 営農販売部 営農振興課 課長補佐 

・ 松本 喜裕 西条市 産業経済部 観光物産課 物産・ブランド推進係 

・ 山本 貴仁 特定非営利活動法人 西条自然学校 理事長 

 

【都城地区】 

・ 東 伸一 都城市 環境森林部 環境政策課 主幹 

・ 畝原 秀嗣 宮崎県剣道連盟 居合道杖道支部 都城翔秀館道場 

・ 小川 広美 一般社団法人 都城観光協会 事務局長 

・ 桑畑 隆二 都城市 商工観光部 みやこんじょ PR 課 観光担当 副主幹 

・ 軸園 裕介 都城市 環境森林部 環境政策課 副主幹 

・ 嶋田 純 熊本大学特任教授・名誉教授 

・ 武田 浩明 都城市教育委員会事務局文化財課 

・ 寺田 勝博 公益財団法人くまもと地下水財団 事務局長 

・ 藤原 稔 都城市 環境森林部 環境政策課 課長 兼 環境森林部 総括参事 

・ 別府 利治 高城の昔を語る会 会長 

・ 山下 正一郎 都城市高城郷土資料館運営委員長 支部長 
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